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序章 研究の背景と概要 

 

 

1. 研究の背景と意義 

 

第二次世界大戦後の人口増減には、中国と日本で異なる特徴があった。図 1 は、

中国と日本における合計特殊出生率の推移を示しているものである。 

 

図 1 中国、日本における合計特殊出生率の推移（1950 年～2021 年） 

（出所） United Nations, Department of Economic and Social Affairs, 

Population Division, World Population Prospects 2022 より筆者作成 

 

図 1 から、中国の合計特殊出生率は、50 年代はベビーブームにより 6.0 前後

の高い水準になっているが、1959 年～1961 年の「大躍進運動」、自然災害の時期

には急落した。その後、激しく上昇し、1963 年に最高値の 7.5 に達し、70 年代

までは高い水準で推移した。70 年代以降、計画出産政策が全面的に実施されたこ

とにより、合計特殊出生率はまた急落した。80 年代から 90 年代の半ば、ベビー
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ブームで合計特殊出生率は短い回復期間があったものの、計画出産政策の代表政

策である「一人っ子政策」が強化されたため、低下傾向が続いた。90 年代後半か

ら、人口増加の安定期かつ少子化時期に入り、合計特殊出生率は低下し続けてい

る。2000 年代以降、ベビーブームで少し回復したが、大きな変動が見られず、置

換水準以下の状態が長く続いている。さらに、2017 年以降さらに急落し、2021

年では 1.16 であり、日本より低い水準に達した。一方、日本では、ずっと低下

し、2000 年代後半から緩やかに回復しているが、大きな変動が見られない。さら

に 2017 年頃に再び低下し始めた。 

中国では、戦後初期においては生存率の向上、復興に伴う生産力の上昇が重要

視され、多産を奨励したため、人口が激しく増加した。しかしその後、著しい人

口増加による食糧不足や経済格差の拡大、環境汚染などの社会経済問題が顕著化

した。それらの社会経済問題を解決するために打ち出されたのが、人口政策であ

る。 

主な人口政策として、1970 年代から、中国は「一人っ子政策」を中心とした人

口政策を実施した。その同時に、一部の農村家庭では第一子が女性であれば第二

子を許可し、また一部の農村地域では第一子の性別に関係なく第二子を出産でき

るという政策が実施された。これらの政策の効果で、70 年代から 80 年代までの

人口減少傾向が続いていた。また 80 年代以降でも、人口増加が緩やかになり、

低い出生率になりつつある。2000 年代から、一人っ子世帯が結婚適齢期を迎え始

め、少子高齢化の進行が加速化した。少子高齢化を是正するため、政府は人口政

策を変更した。2013 年には、「一方が一人っ子の夫婦は二人目の子供を出産でき

る政策」が導入された。2016 年には、「すべての夫婦は二人目の子供を出産でき

る政策」が執行された。2021 年には、「すべての夫婦は三人目の子供を出産でき

る政策」に変更した。 

これらから見える課題として、中国では、生み育てる環境に着目したのではな

く、出産そのものに介入する政策が中心であったことがわかった。一方、日本で

は、経済の成長や社会の変化が進む中で、生活水準が向上し、教育の普及が進む

とともに、女性の社会参加が増加した。これにより、女性が自らの人生において

より多くの選択肢を持つようになり、出生力が低下した。1990 年の「1.57 ショ

ック」を契機に、日本政府は、出生率の低下と子どもの数が減少傾向にあること
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を「問題」として認識し、子どもを生み育てやすい環境づくりに向けての対策の

検討を始めた。この点から見ると、日本では、中国と違い、出産の規制・緩和と

いう政策ではなく、政策の中心は、雇用環境の整備、男女共に仕事と子育てを両

立できる環境の整備、地域・社会による子育て支援、多子世帯の負担軽減などに

なっている。したがって、社会経済政策、家族政策や労働政策が、人口の動きを

変えるのに効果を持つことがある。捉え方が違っても、これらの政策は、出産を

直接規制・緩和するという政策の目的に合致するものである。それを鑑みると、

人口政策の一環として考えるべきであると思われる。 

今後、中国も日本のように、これから同様の少子高齢化を経験していく可能性

がある。日本では、人口抑制政策が必要ではない。また人口へのコントロールに

消極的、批判的な観点が捉えたことから、人口問題の解決に向けた中国の人口政

策と取り組みにおいて意味深いものとなっていると言える。日本が既に経験した

問題はいずれ中国でも起こりうるだろうと考えられる。日中比較研究を通して、

中国における少子化諸問題の解決への示唆を得る点で、学術的意義がある。政策

比較した上で、より相応しい政策を提案することは、出生数が数年連続で減少傾

向にあった中国への一つの「処方箋」となる点で、実践的意義があると思われる。 

また、日本と同じ捉え方であったと見られる欧米諸国の中、少子化対策が成功

した国がある。図 2 では、ドイツ、フランス、イギリス、アメリカ及び日本の合

計特殊出生率の推移を示している。 
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図 2 合計特殊出生率の推移 

（出所）OECD Family Database 2021、World Bank Open Data 2021 より筆者

作成 

 

図 2 によると、1960 年には、全ての国は 2.0 以上の水準であったが、その後、

1960 年から 1980 年頃にかけ、全体的に低下していた。ドイツでは、1970 年には

2.0、1985 年には 1.37、2000 年には 1.38 となり、出生率の低下は深刻である。

また、フランスでは、1980 年代後半から低下傾向となり、1993 年は最低の 1.73

となった。しかし、一時的に少子化になっているものの、合計特殊出生率は 1990

年代から回復し、2017 年までは概ね 2.0 以上の水準で推移している。ドイツ、

フランス、イギリスとアメリカは 1990 年代から回復し、2010 年頃は、再度低下

する傾向が見られるようになった。その一方で、アメリカでは、1989 年に合計特

殊出生率が 2.0 となって以降、概ね 2.0 以上の水準で推移し、2007 年時点では

2.12 となっている。また、イギリスの合計特殊出生率の推移を見ると、1960 年

代から 1970 年代後半にかけて低下し続け、その後、2003 年あたりから緩やかに

上昇している。近年再び低下傾向が見られるが、2008 年から 2012 年まではアメ

リカと同じ、概ね 2.0 の水準で推移している。 

中国、日本においては当面、人口減少に歯止めを掛ける目途が立っていない。

しかし、経済的支援を含む子育て支援策の充実、仕事と育児の両立支援策を長期

間にわたり継続的かつ総合的な取組を進めてきたフランスや、男女の家事育児負
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担の平等化と女性の職場復帰を促したドイツなど、様々な少子化対策・家族政策

を講じてきた国の経験は、今まさに人口減少に直面している中国、日本にとって

重要な参考になるだろう。 

そのほかに、中国において、「一人っ子政策」が実施された 1979 年～2015 年

の時期でも、厳格に完全な「子どもが一人でなければならない」と言えない。ま

た、地方によって差が存在する。都市部と農村部、少数民族地域によって、厳し

く執行されたり、柔軟に執行されたり、政策通りに執行されなかったりすること

があった。各地域の社会、経済環境によって、政策効果が一律ではない。地域特

性を無視して、全国一律な基準を押し付けるといった人口政策は適切であったか

どうか、疑問が残されていると言わざるを得ない。 

現在、経済の発展や社会的価値観の変化、個人の選択の多様化などにより、出

産に対する考え方、行動は大きく変化した。出産は必然の選択とは考えなくなっ

た人も少なくない。生活費の高騰、教育コストの増加、雇用をめぐる激しい競争

などの要因により、多くの人が「育てる余裕がない」、「教える余裕がない」、「子

どもが生まれると自分の時間がなくなる」、「子どもが生まれるとキャリアに影響

が出てしまう」という不安を抱えている。二人子政策、三人子政策が実施されて

も、政府が期待された出生率の回復は起こらず、むしろ出生数は数年連続で減少

傾向にあった。そうすると、充実な支援策を講じていない、単純に出産制限を解

除した中国の人口政策は十分であるかどうか、まさに再考する必要があると思わ

れる。 

 

2. 各章の概要 

 

本稿では、中国おける人口政策を再考すること、および国際比較の視点から少

子化対策への提案することという目的にあたり、以下の構成で検討する。その概

要は次の通りである。 

第一章では、中国における人口政策の変遷を概観した。人口政策は長期的に影

響するものなので、「一人っ子政策」だけでなく、その他の政策の変化や運用も

含めて人口政策全体を見るべきである。この章では、中国における計画出産政策

には「一人っ子政策」と概括できない政策が地域や時期によって適用されており、
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そうした差異を踏まえた人口動態の分析とそれに沿った政策評価が必要であるこ

とを提示した。 

第二章では、出生と人口政策の関係を計量分析の手法で検証した。2013 年以降

の「一人っ子政策」の変遷は出生率が変化した要因になっているか検証するため、

統制変数である地域ダミー変数を投入するかどうかによって、二つのモデルを使

いパネル分析である固定効果モデルの推計を試みた。その結果、地域の違いによ

ってもたらされた影響を考えない場合、「一方が一人っ子である夫婦は二人目の

子供を持つことができる」という政策の実施は、出生数を高める可能性が示唆さ

れているが、「全ての夫婦に第二子の出産が認める」という政策については、出

生数に影響をあまり与えていないということがわかった。一方、地域の違いによ

ってもたらされた影響を考える場合、上記の両政策は、出生数に影響をあまり与

えていない可能性が示唆されている。そのほかに、地域の違いによってもたらさ

れた影響はかなり顕著であった。農村部の人口が多く、政策が柔軟に執行された

地域は、人口増加が高い可能性がある。分析の結果から、「一人っ子政策」は時

代によって変遷されたものの、その効果は限定的であることがわかった。 

なお、第一章、第二章は、「中国における人口政策再考―出生との関係を中心

に」と題して、公表予定の研究論文に加筆および修正をなしたものである。（『弘

前大学地域社会研究科年報第 20 号』、弘前大学地域社会研究科、2024 年 3 月公

表予定） 

第三章では、OECD 諸国と比較して、日本における少子化対策を検討した。日本

の少子化対策を課題として以下の 4 点が明らかになった。第 1 は施策実施のタイ

ミングが大幅に遅れていたことである。第 2 は、時間外労働の限度基準を削減す

る必要があるという点である。第 3 に、弾力的労働時間制度は、短時間労働を支

持している法制度と並行する必要がある。第 4 に、育児休業制度と給付のみが不

十分で、家族政策支出の拡大、支援策の充実が急がれる点を指摘した。 

第四章では、社会学的な視点に立って、少子化の要因について検討した。そし

て、日中両国の子育て支援策の取組みを確認しながら、比較をしたうえ、日本に

おける対策の課題および中国への示唆を述べた。日本では、少子化の大きな要因

は未婚化である。しかし、従来の少子化対策では、未婚の若者を対象とする施策

は少なかった。また、若者の経済的な不安定さがあることは、未婚化の背景の一
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つになっている。非正規雇用の待遇改善や正社員化の促進、職業訓練の充実、賃

金の引き上げ等により未婚の若者の雇用を改善し、将来の生活不安を解消して結

婚に踏み切れるようにする政策が必要である。そのほかに、仕事と子育て両立支

援に加え、結婚や出産の理由でキャリアを中断・復帰した女性の待遇改善等によ

り、結婚・出産と就業の二者択一関係を解消し、結婚の機会費用を下げることは

重要である。以上のことから、中国は今後、出産や育児への公的な経済支援、支

援対象を拡大するほか、結婚支援・奨励政策を作ることとも必要であると提示し

た。なお、本章は、「少子化対策の日中比較―子育て支援策を中心に―」と題し

て、公表審査中の研究論文に加筆および修正をなしたものである。（『社会学評論』

第 74 巻、日本社会学会、2024 年 3 月、公表審査中） 
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第一章 中国における人口政策の変遷 

 

 

1. 中国の人口動態 

 

まず、1949 年から 2021 年までの中国の人口動態を概観する。図 3 は、新中国

が成立して以来の、出生率、死亡率、自然増加率を示しているものである。 

 

図 3 中国における出生率、死亡率、自然増加率の推移 

（出所）『中国統計年鑑』（2022）より筆者作成 

 

図 3 から、中国の人口変動は、主に以下の 8 つの段階にまとめることができる。 

①第一次ベビーブーム：1949 年～1957 年 

国が成立し、国民経済を全面的に回復させ、農業と工業の生産力が建国前の最

高水準に達した。そして、人口増加も国民経済の回復や医療衛生条件の改善によ

って速くなり、出生率の上昇と新生児死亡率の急減となった。 

②人口自然増加の低迷期：1958 年～1961 年 

1958 年、国力増進、近代化を目指すために農工業の大増産政策である「大躍進

運動」を実施した。人民公社を推進して積極的な経済拡大政策をとったが、1959

年からの 3 年連続の自然災害、ソビエト連邦との関係の悪化、政策的、人的な誤
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りによって大量の餓死者を出した。1958 年から 1961 年の非正常死亡人口は約

2680 万人であった 1）。 

③第二次ベビーブーム：1962 年～1972 年 

大躍進運動によって引き起こされた経済のアンバランスと後退は深刻化し、そ

の対応策として一連の経済調整政策が打ち出された。人口の再生産は経済の急速

な回復によって大幅に上昇した。 

④人口の自然増加低下傾向期：1973 年～1980 年 

計画出産政策の推進が効果を及ぼす結果となった。 

⑤第三次ベビーブーム：1980 年～1995 年 

第二次ベビーブームに生まれた世代が子どもを持つ年齢に達したことが原因で

ある。 

⑥人口増加の安定期かつ少子化時期：1996 年以降 

人口抑制政策の普及により、出生率が低下し続けている。 

⑦第四次ベビーブーム：2002 年～2017 年 

第三次ベビーブームに生まれた世代が子どもを持つ年齢に達したことが原因で

ある。 

⑧超少子化時期：2017 年以降 

急速な出生率の低下があり、人口置換水準を大きく下回る時期である。 

このように、「一人っ子政策」が施行し始めた 1979 年 2）は、上記の④人口の自

然増加低下傾向期になっている。また、図 1 から、人口出生率、自然増加率の低

下は、「一人っ子政策」が実施される前の 1970 年代（上記③の時期）から始まっ

たことがわかった。そのほかに、人口増加数を検討すると、同じく 4 億人の人口

の増加数を見てみると、新中国が成立した 1949 年から「一人っ子政策」が実施

される前の 1979 年まで、約 30 年間かかったことに対して、「一人っ子政策」が

実施された 1979 年から 2021 年まで、約 40 年間かかった 3）。このことから、人

口増加スピードが低下したと言える。しかし、人口変動のデータのみでは、人口

抑制政策は有効であるかどうか、「一人っ子政策」はどのような効力を発揮した

かについて断言できない。 
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図 4 都市人口の推移と都市化率 

（出所）『中国統計年鑑』（2022）より筆者作成 

 

図 5 農村人口の推移と都市への移動 

（出所）『中国統計年鑑』（2022）より筆者作成 
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図 6 都市、農村人口割合の推移 

（出所）『中国統計年鑑』（2022）より筆者作成 

 

また、中国政府は都市化を促進し、農村から都市への人口移動が続いている。

図 4、図 5、図 6 は、都市、農村人口の推移と都市化率（都市人口が総人口に占

めしている割合）の変化を示しているものである。以上の 3 つの図から、2021

年の時点で、中国の都市化率は約 64.72％であったことがわかった。長期的、人

口が農村から都市へ移動も確認できた。特に、1990 年代以降、中国の都市化プロ

セスは、沿岸地域から内陸地域に向けて広がった。都市化の水準は持続的に向上

し、都市の数も著しく増加し、中国の都市化の急速な進展を反映している。都市

化は、人口の流動や都市の建設の急速な進展をもたらすだけでなく、国家の経済

と社会構造にも深い影響を与えた。 

 

2. 「計画出産政策」の変遷 

 

 人口の増加、減少に関しては、中国も含め、世界中で多く議論されている。18

世紀、マルサス的人口論では、人口が食糧供給を超えて増えると貧困や飢餓が増

加すると予測した。一方、Boserup（1965） 4）によれば、人口密度が増すと、

人々は新たな技術を開発して食糧生産を増やすようになると主張した。また、

Simon（1995）5）は、人間の知識と創造性が最も重要な資源であり、これらは人

口が増えるほど豊富になると主張した。人口増加は、新しいアイデアとイノベー
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ションを生み出し、それが社会全体の生活水準を高めると提示した。しかし、

1953 年、中国の初回の国勢調査では、総人口が 6 億を超えたことがわかり、過

剰な人口は食糧不足や経済格差の拡大、環境汚染などの経済社会問題を引き起こ

すという問題が初めて露呈した。中国は世界で最も人口が多い国として、その人

口政策は常に注目を集め、議論がなされてきた。1957 年 7 月 5 日には、『人民日

報』に馬寅初の「新人口論」が掲載された。馬寅初は、1953 年の国勢調査データ

と自身が行った農村調査から、中国の人口増加が過度であるという問題を認識し、

「人口をコントロールすることが急務であり、そうでなければ国民経済の発展と

人民の生活に重大な影響を及ぼす」と主張した。その後、政策の反復と転換を経

て、中国の計画出産政策が最終的に確定し、実施された。 

そして、「計画出産政策」の変遷を概観する。表 1 は、中国における「計画出

産政策」の変遷を示しているものである。 
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表 1 中国における「計画出産政策」の変遷 

 

 

（出所）中国国家人口计划生育委员会《历史的记录：中国人口和计划生育事业发

展 60 年回望》（2009）を参照し一部加筆して作成 

 

表 1 から、中国における「計画出産政策」は、「一人っ子政策」の施行期間の

ほか、それを施行した 1979 年以前の時期、廃止した 2016 年以降の時期も含めて

いる。1954 年、計画出産についての検討が始まった。途中中断の時期があったが、

1973 年 7 月、「国務院計画出産指導小組」が設立され、同年 12 月に「晩・稀・

少」（「晩」とは男満 25 歳、女満 23 歳以上に遅らせて結婚すること、「稀」とは

年 時期 代表的な政策

1949年～
1953年

出産制限なしの時期 1950年、『機関部隊女子幹部の堕胎の制限弁法』を公表し、違法の堕胎と避妊手術も批判された。

1954年～
1958年

計画出産への検討期
1955年、中国共産党中央委員会が『人口問題に関する指示』を出し、「コントロールが必要」と認識された。
1957年、马寅初が『人民日報』に『新人口論』を発表した。毛沢東が人口問題を重視する旨の講話を発表した。

1958年～
1961年

中断期
1958年、大躍進、人民公社運動始まった。
1959年から、3年連続の重大な自然災害があった。

1962年～
1970年

計画出産への検討再開、
実行準備期

1962年、中国共産党中央と国務院が『真剣に計画出産を提唱することに関する指示』を公布した。
1963年、「計画出産工作委員会」を各地に設置した。

1971年～
1978年

計画出産政策の全面推進
期

1971年、『計画出産活動実施に関する報告』が発表され、晩婚や計画出産活動を自覚で進めることが提唱された。
1973年、「国務院計画生育指導小組」が成立し、『晩・稀・少』という政策を打ち出した。

1979年～
1984年

例外なく子どもが「一人
」と要求された時期

1980年、中国共産党中央委員会と国務院により『人口増加の抑制問題に関するすべての共産党員・共産主義青年団員へ
の公開書簡』が出された。
1982年、憲法を修正され、『計画生育政策』を国民の義務とした。「晩婚・晩産・少生・優生」を基本国策にした。

1984年～
1990年

農村部で「1.5人」体制と
なった調整期

1984年、『計画出産工作状況に関する報告』を公表され、農村では、許可得て2人目の子供を生むことができる。

1991年～
90年代半
ば

政策が厳しく施行された
強化期

1991年、中国共産党中央委員会と国務院により『計画出産工作の強化・人口増加の厳しい抑制に関する決定』が出され
、計画出産の完成度を幹部の評価と関連した。

1990後半
～2000年
代半ば

変容期 1995年、『中国女性発展要綱』が公表され、「女性の出産の権利を保障する」という規定がある。

2000年代
半ば～
2015年

政策転換が始まった収束
期

2001年、『人口・計画生育法』を公表し、全国16市で「人口・計画生育政策」を実験的に適用した。（一人っ子であっ
た夫婦同士には二児政策を適用）
2012年、共産党第十八回代表大会で「計画生育政策」に関する基本方針を修正した。
2013年、中国共産党十八届第三回総会『中共中央全面深化改革若干重大問題の決定』では、「計画出産を基本的な国策
とし、一方が一人っ子である夫婦は二人目の子供を持つことができる政策を実施し、出産政策を段階的に調整し、完善
させ、人口の長期的な均衡発展を促進する」と提唱された。

2015年～
2021年

「二人っ子政策」期
2015年、中国共産党十八届第第五回総会において「第十三期五カ年計画案」が採択され、全ての夫婦に第二子の出産が
認められる「全面二人っ子政策」が決定した。同年12月に、人口及び計画出産法が改正され、「第二子出産の奨励」
（第18条）、「産前産後休業の延長」（第25条）が定められている。

2021年以
降

「三児政策」期
2021年、中央政治局会議において、「出産政策の最適化による人口の均衡ある長期的発展の促進に関する決定」が審議
され、夫婦1組につき3人までの出産を認める方針が示された。

「一人っ子
政策」の実

行前期

「一人っ子
政策」の実

行期

「一人っ子
政策」の廃

止後
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出産間隔 3 年以上あけること、「少」とは最多 2 人の子どもを産むことである。）

という政策を打ち出した。 

また、「一人っ子政策」の実行期でも、時期や地域の違いなどによって、政策

が変わったことがわかった。1979 年～1984 年は、例外なく子どもが「一人」と

要求された時期である。この時期では、政策による制限がもっとも厳しく、都市

部でも農村部 6）でも、すべての夫婦に子どもは 1 人だけとされた。しかしその後、

1984 年 4 月に、『計画出産工作状況に関する報告』（「第 7 号文件」7））が公表さ

れ、農村では、許可を得て 2 人目の子供を生むことができるようになった。多く

の地方が「第 7 号文件」に基づいて「計画出産条例」を制定し、条件を定めた。

表 2 は、「第 7 号文件」が公表後から 1990 年代まで、一人っ子政策が緩められた

状況および、各地域が定めた「計画出産条例」の規定条件を示しているものであ

る。 

 

表 2 各地域の第 2 子出産規定 

 

 

規定 地域

都市

原則：国家幹部、一般労働者、都市住民は1夫婦あたり子ども1人
第2子許可条件：
①第１子が非遺伝性の障害者で、働けない場合
②夫婦がともに一人っ子
③結婚後5年以上の不妊で、養子をもらってからの妊娠
④夫婦がともに帰国した華僑

全国共通

条件により、厳しい検討のうえで、許可（割合10％以内）
北京市、天津市、上海市、四川省、江
蘇省

第１子が女子で、間隔4年以上、母親28歳以上

河北省、山西省、内蒙古自治区、遼寧
省、吉林省、黒龍江省、浙江省、安徽
省、福建省、江西省、山東省、河南省
、湖北省、湖南省、広西チワン族自治
区、貴州省、陝西省、甘粛省

第1子の性別問わず、許可
寧夏回族自治区、雲南省、青海省、広
東省、海南省

転入した少数民族に対し、転入前の居住地から第2子出産許可を得て、すでに妊娠している 北京市、天津市、上海市

夫婦がともに少数民族

河北省、山西省、内蒙古自治区、吉林
省、黒龍江省、安徽省、福建省、山東
省、広西チワン族自治区、貴州省、陝
西省、雲南省

夫婦どちらかが少数民族 寧夏回族自治区、青海省

夫婦がともに少数民族、どちらかが農民。または夫婦どちらかが少数民族で、ともに農民 遼寧省、湖南省

農村

少数民族
地域
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（出所）若林敬子・聂海松『中国人口問題の年譜と統計（1949～2012）』、御茶

の水書房（2012）、中国各地人民政府の公表資料、人口計画出産条例を参照して

筆者作成 

 

表 2 を見ると、都市部では、かなり厳しい「一人っ子」が要求されたが、農村

部、少数民族地域では、それほどではなかった。この時期、農村部では、間隔を

取れば、およそ半数の夫婦に第 2 子の出産が認められたことから、「1.5 人」体制

とも呼ばれた。 

そのほかに、1991 年～90 年代半ばは、政策が厳しく施行された強化期である。

表 3 は、政策による出産への制限の強さ（前時期と比較）を示しているものであ

る。1991 年、中国共産党中央委員会と国務院により『計画出産工作の強化・人口

増加の厳しい抑制に関する決定』（「第 9 号文件」）8）が出され、計画出産の完成

度を幹部の評価に関連させた。政策の厳格執行が要求されたのは、この時期まで

となっている。その後、「一人っ子政策」は変容期、収束期に入り、2001 年、『人

口・計画出産法』が公表され、経済的制裁が規定されたほか、柔軟な政策施行を

目指している。2013 年、中国共産党十八届第三回総会『中共中央全面深化改革若

干重大問題の決定』では、「計画出産を基本的な国策とし、一方が一人っ子であ

る夫婦は二人目の子供を持つことができる政策を実施し、出産政策を段階的に調

整し、改善し、人口の長期的な均衡発展を促進する」と提唱された。2015 年、中

国共産党十八届第第五回総会において『第十三期五カ年計画案』が採択され、全

ての夫婦に第二子の出産が認められる「全面二人っ子政策」が決定した。同年 12

月に、人口及び計画出産法が改正され、「第二子出産の奨励」（第 18 条）、「産前

産後休業の延長」（第 25 条）が定められている。このことにより、「一人っ子政

策」が完全に廃止された。しかし、「一人っ子政策」が廃止されても、「計画出産

政策」は継続している。出生は、依然として国がガバナンスの強化に取り組んで

いくものである。 
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表 3  政策による出産への制限の強さ（前時期と比較） 

 

 

表 4 一人っ子政策の仕組み 

法・条例 内容

婚姻法（1980年）
・結婚年齢制限（男性22歳以上、女性20歳以上）
・夫婦別姓、離婚、優生

憲法（1982年）

・国は計画出産を推進し、人口増加を経済社会発展計画に適応させる。
・計画出産の義務化
・扶養の義務化
・婚姻自由

各地計画出産条例（新設・改定）（1992年以来）

・結婚年齢制限：都市：男性27歳、女性25歳
　　　　　　　　 農村：男性25歳、女性23歳
・子ども1人の宣言をして、一人っ子証の配布
・２子以上は特定の条件を満たすのみ、間隔４年で、許可が必要
・超過出産・計画外の出産に対する経済制裁と処罰
・人口目標管理責任制

母子保健法（1994年）

・婚前検査
・遺伝相談
・産前診断
・母子健康保険

人口・計画出産法（2001年）
・これまでの「一人っ子政策」の法的根拠
・超過出産費を「社会扶養費」と名称変更

一人っ子宣言実施の夫婦に対しの優遇

・奨励金の支給
・保育施設への優先、保育費補助
・学校への優先入学、学費補助
・医療費支給
・就職優先
・住宅の配分優遇（農村では宅地）
・退休金の加算と割増

計画外出産に対しの罰則

・超過出産費の徴収、夫婦双方賃金のカット
・社会養育費（保育費、学費）の徴収
・医療費と出産ための入院費が自己負担に
・昇給昇進停止

都市部 農村部
1949年～1953年 出産制限なしの時期

1954年～1958年 計画出産への検討期

1958年～1961年 中断期

1962年～1970年 計画出産への検討再開、実行準備期

1971年～1978年 計画出産政策の全面推進期 強 強

1979年～1984年
例外なく子どもが「一人」と要求された
時期

強 強

1984年～1990年 農村部で「1.5人」体制となった調整期 強 弱

1991年～90年代半ば 政策が厳しく施行された強化期 強 強

1990後半～2000年代
半ば

変容期 弱 弱

2000年代半ば～2015
年

政策転換が始まった収束期 弱 弱

2015年～2021年 「二人っ子政策」期 弱 弱

2021年以降 「三児政策」期 弱 弱

「一人っ子政策」
の廃止後

年 時期
政策による出産への制限の強さ（前時期と比較）

　

「一人っ子政策」
の実行前期

「一人っ子政策」
の実行期
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（出所）若林敬子・聂海松『中国人口問題の年譜と統計（1949～2012）』、御茶

の水書房（2012）、中国各地人民政府の公表資料、人口計画出産条例を参照して

筆者作成 

 

以上、中国における人口動態および「計画出産政策」の変遷を概観した。結論

として以下のようにまとめたい。第一に、「一人っ子政策」は、「計画出産政策」

の一部分である。「一人っ子政策」が実施された 1979 年～2015 年時期でも、厳

格に完全な「子どもが一人でなければならない」と言えない。第二に、地方によ

って差が存在する。都市部と農村部、少数民族地域によって、厳しく執行された

り、柔軟に執行されたり、政策通りに執行されなかったりする 9）ことが見られる。 

また、一人っ子政策の仕組み、法的根拠を表 4 で示したい。表 4 から、「計画

出産政策」の範囲はもっと広く、「一人っ子政策」だけでなく、その他の政策の

変化や運用も含めて計画出産政策全体を見るべきである。「一人っ子政策」が行

われていた時期、中国における計画出産政策には「一人っ子政策」と概括できな

い政策が地域や時期によって適用されていることがわかった。 

現在、以前の人口政策が引き起こした一連のネガティブな影響が徐々に明らか

になってきており、労働年齢人口の規模の持続的な減少は中国の経済成長を遅ら

せることになっている。2013 年、一方が一人っ子である夫婦は二人目の子供を持

つことができる政策を実施した。2016 年以降は、「二人っ子政策」が全面的に実

施されている。この一連の政策の調整は、長年実行していた「一人っ子政策」の

事実上の廃止であると同時に、人口政策への関心を再び引きつけることとなった。

次の章からは、計量分析の手法を使い、2013 年以降の「一人っ子政策」の調整が

出生が変化した要因になっているか検証したい。 
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第二章 計量分析から見た出生と人口政策の関係 

 

 

1.  先行研究とその課題 

 

中国の計画出産政策について、手塚（1992）10）は、「一人っ子政策」は計画出

産政策の典型的なもので、一組の夫婦は生涯一人の子の出産が原則であり、違反

者には大変重い処罰を課す政策であると述べている。また、若林（2005）11）、于

（2018）12）によると、中国共産党中央委員会と国務院は 1980 年 9 月 25 日に

《关于控制我国人口增长问题致全体共产党员共青团员的公开信》（日本語訳：『人

口の増加抑制の問題に関するすべての共産党員・共産主義青年団員への公開書

簡』）を発表した。この公開書簡の要旨は、20 世紀末までに中国の人口総数を 

12 億以下に抑制するために、国務院がすでに全国民に対し「夫婦一組につき子

どもは一人」を提唱することを呼びかけているということである。この公開書簡

の発表により中国の「計画出産政策」は公表され、「一人っ子政策」を国の政策

として浸透させ、全面実施に至った。しかし、李（2013）13）は、「一人っ子政策」

の影響を受けたのは、総人口の 35.9％に満たないと述べている。つまり、この政

策の規制が一律的ではなかったことがわかった。また、「一人っ子政策」の有効

性について多く議論されてきた。「一人っ子政策」の介入の有効性が顕著ではな

いと主張している研究では、出生の減少の理由は主に 1970 年代に実施された政

策、経済発展に帰結していると述べている。 

John（1985）14）は、中国政府が公表している合計特殊出生率と国連が発表し

ている人口中位数の推移を用いて、将来人口推計を行った。その結果、婚姻年齢

を遅らせることや早産傾向を抑制すること、そして出産間隔を調整することによ

って、人口を十分にコントロールできると主張した。Whyte et al.（2015）15）

は、避妊に関するデータと合計特殊出生率のデータの推移の用いて、「一人っ子

政策」が実施される前の 1970 年代でも出生は厳しく制限されていたという事実

を明らかにした。つまり、出生率の低下に伴う人口の自然減は、1970 年代にすで

に始まっていたのである。また、「一人っ子政策によって、4 億の出生数を減少さ

せた」という認識を批判したうえで、80 年代の経済発展は出生の減少の一因にな
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っていると提示した。梁、谭、景（2000）16）は、1980 年の合計特殊出生率のデ

ータ、女性の平均出産年齢の公表データを使い、1980 年の合計特殊出生率を再計

算した。その結果、80 年代の出生率の変化理由は、人口政策ではなく、農村経済

体制の変更にあったと主張した。 

一方、「一人っ子政策」はある程度有効であると評価した研究もある。McElroy 

& Yang（2000）17）によると、「一人っ子政策」の実施によって合計特殊出生率の

下げ幅はおよそ 0.3 になっている。また、García（2018）18）によると、1978 年

～2010 年の間、「一人っ子政策」の実施は、約 4000 万人の出生の減少をもたら

した。LIU et al.（2020）19）は、出生率、女性の割合、GDP などのデータを使い、

個別事例の因果推論における Synthetic Control Method（SCM）の方法によっ

て分析を行った。その結果、1970 年代の「晩・稀・少」という政策が実施された

直後、出生数が変動したが、長期的に見ると、政策の効果は限定的であった。

1971 年～2016 年の間に、政策による出生の減少数は約 1.64 億から約 2.68 億と

推測されている。林、翟（1996）20）は、GDP、純収入や都市人口比率、人口政策

の強度、期待寿命などのデータを用いて、合計特殊出生率の規定要因に、人口政

策だけが有意であることを明らかにしている。そのほかに、陶、来（2018）21）は、

1980 年～2016 年の浙江省のデータのうち、経済、流動人口、教育、高齢化、出

生政策を説明変数とし、重回帰分析を行った。その結果、出生率と出生政策の間

には正の相関があったことを明らかにした。 

以上の研究では、中国の「計画出産政策」は、「一人っ子政策」を中心に議論

されてきた。しかし、「計画出産政策」の範囲はもっと広く、「一人っ子政策」だ

けではない。そこで、本稿では、中国の時期的に、地域的に複雑な「計画出産政

策」について確認したうえ、その他の政策の変化やその運用も含めて計画出産政

策全体を検討する。また、先行研究では、出生率を左右するのが政策介入なのか

経済成長なのかについて、一定の結論が出されている。しかし、分析方法として

は、多くが記述統計学にとどまっており、観測データの特徴を捉えたに過ぎない。

そこで、本稿では、統計データを用いて統計的な因果推論を行うことで、計画出

産政策の政策効果を明らかにする。 

そのほかに、各地域の社会、経済環境によって、政策効果が一律ではない点を

考慮し、本章では、5 つの地域のパネルデータを使い、計画出産政策の効果を重
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回帰分析で検証する。 

 

2.  使用データと分析方法 

 

使用するデータは、中国国家統計局が公表した『人口センサス（1982、1990、

2000、2010、2020）』の 1985 年～2021 年のデータである。そのうち、人口セン

サスが実施されていない年のデータは、各年に実施された『人口センサス 1‰サ

ンプル調査』、『中国統計年鑑』（1985 年～2021 年）、および各地域が公表した

『統計年鑑』（1985 年～2021 年）によるものである。 

 

（1）変数の説明および記述統計量 

前述のように、2013 年、一方が一人っ子である夫婦は二人目の子供を持つこと

ができる政策を実施した。2016 年以降は、「二人っ子政策」が全面的に実施され

ている。それによって、政策に関する変数処理について、以下のように示したい。

P1、P2 は、それぞれの政策が調整された前後を示しているものである。 

 

P1＝{
0  1985 ≤ ｔ < 2013

1  2013 ≤ ｔ ≤ 2021
          P2＝{

0  1985 ≤ ｔ < 2016

1  2016 ≤ ｔ ≤ 2021
 

  

また、地域の違いによってもたらされた影響を検討するため、都市部、農村部、

少数民族自治区の特徴を反映できる地域のうち、中国の東北地域、東地域、南地

域、北西地域、少数民族地域から、それぞれ代表の省（市、自治区）を一つ選ん

だ。選ばれた地域の間、都市化率（当該地域の都市人口が総人口に占めしている

比率）はかなりの差が存在している。中国国家統計局（2021）のデータによると、

上海市の都市化率は全国最も高い。それに対し、甘粛省の都市化率はまだ低い水

準にとどまっている。人口構成を見ると、広東省は 3000 万以上の農村人口を持

ち、農村部の人口だけでも、上海市全域の人口より多い。表 5 は、5 つの地域の

都市化率と人口構成を示しているものである。 
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表 5 都市化率と人口構成（2021 年） 

 
 

黒龍江省 上海市 広東省 甘粛省 内モンゴル 

自治区 

都市化率（％） 66.20 89.30 74.79 54.19 68.60 

都市人口（万人） 2052.00 2210.97 9465.40 1350.64 1647.20 

農村人口（万人） 1047.00 264.92 3191.40 1141.78 753.97 

（出所）中国国家統計局（2021）のデータを参照して筆者作成 

 

そのほかに、当該地域＝1、ほかの地域＝0 とした「黒龍江省ダミー変数」、「上

海市ダミー変数」、「広東省ダミー変数」、「甘粛省ダミー変数」、「内モンゴル自治

区ダミー変数」を統制変数に用いる。使用変数は表 6 に、変数の記述統計量は表

7 に示したい。 
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表 6 変数および英語表記 

 

  英語表記 

被説明変数 出生数（万人） Number of births 

説明変数 可処分所得（万円）（都市部） Income(city) 

可処分所得（万円）（農村部） Income(rural) 

年末総人口（戸籍人口、非戸籍人口）

（万人） 

Population 

大学以上在学学生数（万人） Currently 

studying 

医療機関の病床数（万） Number of beds 

黒龍江省ダミー変数 HLJ dummy 

上海市ダミー変数 SH dummy 

広東省ダミー変数 GD dummy 

甘粛省ダミー変数 GS dummy 

内モンゴル自治区ダミー変数 NMG dummy 

P1  

P2 
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表7 記述統計量 

 

変数 平均 標準偏差 最小 最大 

Number of births 47.98 40.46 7.177 166.1 

Income(city) 15,812 16,681 641 82,429 

Income(rural) 6,303 7,136 257 38,521 

Population 3,866 2,864 1,233 12,684 

Currently studying 41.33 47.39 2.810 254.0 

Number of beds 13.47 9.986 4.090 58.90 

HLJ dummy 0.200 0.401 0 1 

SH dummy 0.200 0.401 0 1 

GD dummy 0.200 0.401 0 1 

GS dummy 0.200 0.401 0 1 

NMG dummy 0.200 0.401 0 1 

P1 0.243 0.430 0 1 

P2 0.162 0.370 0 1 

観察数：185 

 

（2）モデルの選択と分析手法 

 パネルデータを分析する推定法の選択にあたっては、まずプーリング推定か固

定効果推定かの選択のために、定数項が期間を通じて共通であるとの帰無仮説の

もと F 検定を行う。帰無仮説が棄却された場合、固定効果推定が受容される。続

いて固定効果推定と変量効果推定の間で選択を行うため、特有の効果と説明変数

が無相関であるとの帰無仮説のもと Hausman 検定 22）を行う。帰無仮説が棄却さ

れた場合、固定効果推定が受容される 23）。 

 推計では、プーリング回帰モデル、固定効果モデル、変量効果モデルの比較に

よりモデルを選択する。複数時点にわたるクロスセクションデータを統合し、通

常の最小二乗法による回帰モデルはプーリング回帰モデルとされるが、固定効果

モデルやランダム効果モデルを用いることで、プーリング回帰モデルでは行うこ

とができない「観測不可能な個体特有の効果」を取り除いた分析が可能となる。 
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まず、プーリング回帰モデルと固定効果モデルの間では F 検定を行う。検定の

結果、1％の有意水準で、帰無仮説「個別効果がない」は棄却されることがわか

る。つまり、固定効果モデルが支持される。さらに、固定効果モデルと変量効果

モデル間では、Hausman 検定を行う。その結果、1％の有意水準で、帰無仮説

「個別効果と説明変数に相関はない」は棄却されることがわかる。そうすると、

固定効果モデルが支持される。 

 以上で、出生数の決定関数を推定するにあたり、少なくとも検定を行ったモデ

ルの中で、固定効果モデルによる推定が適切であるという確認を取れたと考えら

れる。 

 以下のようなｔ時点での出生数 i の決定関数を推計モデルで想定する。このモ

デルにおいて、各変数（対数値）、誤差項に含まれる個別効果を𝜕𝑖、真の攪乱部分

を𝜀𝑖𝑡、𝜕𝑖と𝜀𝑖𝑡はお互いに独立とする。固定効果モデルでは、個別効果𝜕𝑖は時点を

通じて一定であり、かつ少なくとも一つの説明変数と相関すると仮定されている。

c は定数項である。 

 

Number of births𝑖𝑡 =c+  𝛽𝑖𝑐Income(city)𝑖𝑡 + 𝛽𝑖𝑟Income(rural)𝑖𝑡 + 𝛽𝑝Population𝑖𝑡 +

𝛽𝑐Currently studying𝑖𝑡+𝛽𝑛𝑏Number of beds𝑖𝑡+𝛽𝑝1P1𝑖𝑡+𝛽𝑝2P2𝑖𝑡+𝜕𝑖+𝜀𝑖𝑡      

(1) 

 

 分析は、二つのモデルに分けて推定を行う。1 つ目のモデルは、地域の違いに

よってもたらされた影響を考えていない。その推計モデルは（1）のように示し

ている。また 2 つ目のモデルは、地域の違いによってもたらされた影響を考慮し、

1 つ目のモデルで使用した変数とダミー変数を入れて推定を行った。その推計モ

デルは（2）のように示している。ダミー変数の設定のところで、上海を基準と

して、4 つの地域を変数として用いた。 

 

Number of births𝑖𝑡 =c+ 𝛽𝑖𝑐Income(city)𝑖𝑡 + 𝛽𝑖𝑟Income(rural)𝑖𝑡 + 𝛽𝑝Population𝑖𝑡 +

𝛽𝑐Currently studying𝑖𝑡 +𝛽𝑛𝑏Number of beds𝑖𝑡 +𝛽𝑝1P1𝑖𝑡 +𝛽𝑝2P2𝑖𝑡 +𝛽𝐻𝐿𝐽HLJ dummy+

𝛽𝐺𝐷GD dummy +𝛽𝐺𝑆GS dummy +𝛽𝑁𝑀𝐺NMG dummy +𝜕𝑖+𝜀𝑖𝑡 

（2） 
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3.  推定結果 

 

表 8 には、推定の結果が示されている。1 つ目のモデルの推定結果を左欄に、2

つ目のモデルの推定結果を右欄に示している。 

 

 

表 8 推定結果 

 

 （1） 

係数 

（標準誤差） 

（2） 

係数 

（標準誤差） 

定数項（c） -5.347*** 
(0.486) 

-7.406***              
(0.816) 

Income(city) 0.382*** 
(0.0862) 

-0.0249                     
(0.148) 

Income(rural) -0.609*** 
(0.0898) 

-0.268                     
(0.164) 

Population 1.348*** 
(0.0842) 

1.643*** 
 (0.127) 

Currently 
studying 

-0.174*** 
(0.0442) 

-0.155*** 
 (0.0392) 

Number of beds 0.00298 
(0.136) 

0.333*  
  (0.133) 

P1 0.249*** 
(0.0680) 

0.113 
 (0.0589) 

P2 0.0116 
(0.0658) 

-0.0601 
(0.0554) 

HLJ dummy  -0.567***                 
(0.0929) 

GD dummy  0.694***               
(0.166) 

GS dummy  0.124                   
  (0.101) 

NMG dummy  -0.00727                    
(0.0695) 

 調整済決定係数： 

0.91 

調整済決定係数：

0.96 

観察数：185 

    注）***：1％.**：5％.*：10％水準で有意。 

 

1 つ目のモデルによる推定には「可処分所得（都市部）」、「可処分所得（農村

部）」、「年末総人口」、「大学以上在学学生数」、「医療機関の病床数」、「P1」、「P2」

の 7 つを説明変数として含んでいる。「可処分所得（都市部）」、「年末総人口」、
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「P1」の 3 つの指標については、「出生数」に有意に正の影響を与えている。「可

処分所得（農村部）」、「大学以上在学学生数」の 2 つの指標については、「出生数」

に有意に負の影響を与えている。このことから、都市部の経済発展、在住人口の

増加、「一方が一人っ子である夫婦は二人目の子供を持つことができる」という

政策の実施は、出生数を高める可能性が示唆されている。また、農村部の経済発

展、高学歴人数の増加は、出生数を抑制する可能性が示唆されている。一方で、

「医療機関の病床数の変化」、「全ての夫婦に第二子の出産が認める」という政策

については、出生数に影響をあまり与えていない。2015 年末から施行された政策

の効果は、限定的であると評価できると考えられる。 

また、2 つ目のモデルによる推定は、「可処分所得（都市部）」、「可処分所得

（農村部）」、「年末総人口」、「大学以上在学学生数」、「医療機関の病床数」、「P1」、

「P2」、「黒龍江省ダミー変数」、「広東省ダミー変数」、「甘粛省ダミー変数」、「内

モンゴル自治区ダミー変数」の 11 個を説明変数として含んでいる。「可処分所得

（都市部）」、「医療機関の病床数」の指標については、「出生数」に有意に正の影

響を与えている。「大学以上在学学生数」の指標については、「出生数」に有意に

負の影響を与えている。このことから、在住人口の増加は、出生数を高める可能

性が示唆されており、学生が多い地域は、女性の学生を含め、出産できる状況で

はない人が多いから、出生数を抑制する可能性が示唆されている。 

一方、「P1」、「P2」の係数はともに有意ではなかった。地域ダミーを入れて

「P1」が有意ではなくなるのは、地域ダミーと相関があり、標準誤差が膨らんで

いる可能性がある。このことは、広東省のような人口が多い地域、特に農村部の

人口が多い地域は、「一方が一人っ子である夫婦は二人目の子供を持つことがで

きる」という政策が効きやすいので、地域ダミーのほうに係数の効果が吸われて

いる可能性がある。一方、「全ての夫婦に第二子の出産が認める」という政策に

ついては、出生数に影響をあまり与えていない可能性を示唆している。 

そのほかに、地域の違いによってもたらされた影響を見ると、「広東省ダミー

変数」は正で有意であり、「黒龍江省ダミー変数」は負で有意であった。地域の

違いによってもたらされた影響はかなり顕著であったことがわかった。表 5 が示

したように、ベースとなる上海市が都市部の割合が高い。広東省では、農村部の

人口が上海市と比べてかなり多い。広東省ダミーが正で有意であることは、農村
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部の人口が多く、政策が柔軟に執行されたので、人口増加が高い可能性がある。

また、2021 年では、広東省の在住人口が 1 億 2 千万人を超えており、年々増加

傾向にある。それに対して、黒龍江省の在住人口は 3100 万人であり、2011 年か

ら減少が続けている 24）。こうした点については、両地域の地域性や在住人口の規

模、人口移動という点が影響している可能性があると考えられる。 

本章では、2013 年以降の「一人っ子政策」の調整は出生率が変化した要因にな

っているか検証するため、統制変数である地域ダミー変数を投入するかどうかに

よって、二つのモデルを使いパネル分析である固定効果モデルの推計を試みた。

その結果、地域の違いによってもたらされた影響を考えない場合、「一方が一人

っ子である夫婦は二人目の子供を持つことができる」という政策の実施は、出生

数を高める可能性が示唆されているが、「全ての夫婦に第二子の出産が認める」

という政策については、出生数に影響をあまり与えていないということがわかっ

た。 

一方、地域の違いによってもたらされた影響を考える場合、上記の両政策は、

出生数に影響をあまり与えていない可能性が示唆されている。そのほかに、地域

の違いによってもたらされた影響はかなり顕著であった。農村部の人口が多く、

政策が柔軟に執行された地域は、人口増加が高い可能性がある。 

分析の結果から、「一人っ子政策」は調整されたものの、その効果は限定的で

あることが解釈できると考えられる。厳しい少子化の状況を改善するため、「2 人

目できる」という政策より、「2 人目を持つことができる」ため、国は、より充実

な支援策を講じるべきである。また、地域の間に、かなりの差が存在することか

ら、その地域に相応しい政策の実行が必要となると思われる。 

最後に、本章の分析に残された課題について述べておきたい。まず、5 つの代

表地域という限定的な地域における「一人っ子政策」の調整が出生に影響を与え

ないことを示した。したがって、本章が示した推定結果のみでは、全国範囲で

「一人っ子政策」の調整が出生に影響を与えないと断言できない。ロバスト性が

あるよう、より多くの地域のデータを用いて、今後さらに分析を行う必要がある。

また、地域によって、出産を促進するため、出産手当金や育児補助金制度が強化

されている。例えば、黒龍江省ハルビン市では、2021 年から、「戸籍があり、市

内で仕事や生活をしている 2 人以上の子どもを持つ世帯を対象に、子どもが満 3
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歳になるまで毎月、育児補助金 1000 元（約 2 万円）を 3 歳まで支給する。」とい

う政策が実施された。この政策は、黒龍江省のほかの地域に実施されていないた

め、差分の差分法による当該政策の効果の推定について、今後の課題としたい。 
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第三章 各国法政策の概観 

 

 

1. WLB を中心とした支援策の必要性 

 

（1）WLB の定義 

英語辞書である Longman の Dictionary of Contemporary English によれば、

WLB は「 The ability to give a sensible amount of time and effort to 

your work and to your life outside work、for example your family and 

other interests.」(仕事と仕事の外にある生活（たとえば家族や他の関心事）

に対し、相当の量の時間と努力を捧げることができること)と解釈される 25）。 

経済協力開発機構 OECD（以下、OECD）は、仕事時間と個人的ケア及び余暇時

間に関する調査を実施した。その調査の背景を紹介する際に、 WLB は「 a 

suitable balance between work and daily living」（仕事と生活の間におけ

る適切なバランス）と定義されている 26）。 

また、日本では、WLB は「仕事と生活の調和」と定義されている。日本におけ

る WLB は、以下の 2 点を目指している。第 1 に、誰もがやりがいや充実感を感じ

ながら働き、仕事上の責任を果たすという点である。第 2 に、子育て・介護の時

間や、家庭、地域、自己啓発等にかかる個人の時間を持つことにより、健康的で

豊かな生活を送ることができるという点である 27）。 

以上より、英語辞書、OECD、日本の間における WLB の定義は、完全には一致し

ないと言える。しかし、仕事と生活はどちらかに偏らないようにしていくという

点では、共通しているだろう。 

 

（2）なぜ WLB が重要なのか 

 ミクロ経済学の視点で考察する。労働者（＝消費者）は、所得を得るために企

業に労働（時間）を供給する。すべての人が保有する時間は 24 時間（一日）で

あり、24 時間を労働と余暇に分配する。労働を N、余暇を L とすると、以下の関

係式で表される。 

N＝24-L 
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 また、所得を Y、賃金率はｗとすると、予算制約は以下の式で表される。 

Y＝ｗ（24-L） 

＝-ｗL+24ｗ 

 最適な労働供給点における「無差別曲線の接線の傾き」＝「予算制約線の傾き」

より、 

限界代替率 MRS＝
MUL

MUY
＝

∂U

∂L
∂U

∂Y

＝賃金率ｗ 

となっている。 

 以上の式から、「労働から得られる所得の効用」と「失われる余暇の効用」を

比較することで、効用を最大化させる労働時間を選ぶことが説明されている。ま

た、大石（2019）28）も、「新古典派には所与の制約条件のもとで個人の効用最大

化を図るという経済理論があり、『バランス』は適切ではない」との指摘をして

いる。 

しかし、結婚し、子育てが必要となる場合、上記の「個人モデル」は大きく変

化する。子どもが誕生すると、夫婦単位で 24 時間を労働時間、余暇、子育てに

分配することとなる。すると、子育て時間を確保した上で、家計としての効用が

最大化される。この結果、専業主婦（主夫）家庭が生まれる可能性ある。 

また、夫の家事生産性を H 夫、賃金をｗ夫、妻の家事生産性を H 妻、賃金をｗ妻

とする。この場合、市場労働と家事生産の選択は以下の 2 つの式によって表され

る。 

① 
ｗ

夫

H
夫

>
ｗ

妻

H
妻

 ⇒夫は市場労働、妻は家事生産 

② 
ｗ

夫

H
夫

<
ｗ

妻

H
妻

 ⇒夫は家事生産、妻は市場労働 

 

この式より、夫と妻との間における生活時間の配分には経済合理性が見られる。

アンバランスであっても、政策を導入し、強制的にバランスを取れるように干渉

する必要はないと言える。ただし、それは長期雇用が安定性を保つことができる

という点が大前提となるだろう。 

厚生労働省 29）（2007）は、次の点を指摘している。雇用期間の短い非正規雇用

者の割合は高まっている。また、長期雇用の特徴が強い正規雇用者の間でも従来

型の年功賃金制度の見直しが進んでいる。 

夫あるいは妻が不安定な雇用状態に置かれていながらも、専業という選択を回
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避し、WLB が取れる共働きのモデルは現在の労働市場の環境変化にはもっと相応

しいと言えるだろう。 

また、図 7 が示すように、家事、育児時間 30）を見てみると、どの国でも、女

性に偏るという傾向が強いと見られるが、日本では男女間の差が極端であり、男

性の家事、育児時間はかなり短い。前述したミクロ経済学の「すべての人の保有

時間は 24 時間（一日）であり、24 時間は労働と余暇に分配される。」という原理

から見ると、家事、育児の時間が短く割り当てられたことは、有償労働の時間が

長いということから制約されたと言える。このことから、明らかに仕事と余暇の

バランスが取れていないと考えられる。 

 

 

図 7 男女別家事、育児時間の国際比較 

単位：分 

（出所）OECD Balancing paid work、unpaid work and leisure（2020）より

筆者作成 

 

一方、労働政策研究・研修機構は、「子どものいる世帯の生活状況及び保護者

の就業に関する調査」31）（2012）を実施した。「仕事を持つ保護者に仕事と家庭

生活のコンフリクト（WLC）がどのくらいの頻度で起きているかをたずねたとこ

ろ、「ほぼ毎日」のように WLC が起きていると回答した保護者の割合は、母子世

帯 16.8%、父子世帯 13.8%、ふたり親世帯（母親）7.6%となっており、ひとり親
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世帯にとって仕事と家庭生活との調和はとくに難しいことが分かる。」という指

摘が存在する。このことから、ひとり親世帯は、WLB を取れておらず、仕事に偏

っていることが言えるだろう。 

なお、前述のように、労働時間の削減は簡単ではない。しかし、限られた時間

の中で効率的に仕事を行うことにより生産性の向上も併せて行い、企業における

収益の確保・賃金の引上げといった労使にとって望ましい形で行われる必要があ

る。 

労働生産性の重要性について、川口・西谷 32）(2009)は大阪府の中小企業を対

象とした調査に基づき、企業の WLB や均等度と企業業績の関係を分析し、WLB と

企業業績の間には正の相関が観察された。阿部・黒澤 33）(2006)は育児休業制度

や育児のための短時間勤務制度が充実している企業は、長期的には売上高や経常

利益を上昇させることを指摘している。OECD の統計データを確認した結果、

2019 年では、日本の労働生産性 34）（1 人当たり）は 81183 ドルである。これは、

OECD 平均である 100158 ドルより低く、アメリカの約 6 割にしか及ばない。労働

生産性については、少子化が進み、就業者数の増加がかなり困難であっても、現

在より以上に労働生産性が向上すれば、持続的な経済成長が実現できると考えら

れる。また、先進国と比べ、低い労働生産性であることに対し、今後、企業側が

持っている「WLB が実現したら、利益が減少する」という誤解を解消させ、どの

ように持続可能な WLB の実現への取り組みを講じさせるかは重要な課題であるだ

ろう。 

 

2. 各国法政策の概観 

 

（1）ドイツ 

図 5 で示したように、1960 年代後半から、ドイツの合計特殊出生率は急激に

低下した。1970 年には 2.03、1975 年には 1.45、1984 年には 1.29、1994 年

1.24 となっている。 

ドイツでは、2000 年代入るまでに、男性が市場労働、女性が家庭生産を担当す

る家族モデルをもとに多くの法制度が作られてきた。家族政策は国家が家族のあ

り方に過度に介入すべきではないという考え方を基礎として実施された 35）。従来
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の政策の原則は「国は家族に、より多くのお金を与えなければならない、できる

だけすべての家族に同じように与えなければならない」36)とされている。そのた

め、これまでは、「連邦家族・高齢者・女性・青少年省」により、子育てへの経

済的な援助（育児手当、児童手当）や、育児休業制度などに努力してきた。 

しかし、出生率の回復は見られなかった。このような社会状況を受け、ドイツ

では、1998 年から「連邦家族・高齢者・女性・青少年省」のもと、「新しい家族

政策」を中心とした政策が推進されている。従来は女性の仕事と育児の両立支援

が家族政策の中心であったのが、男性も含めた家族と仕事の両立支援へと変化し

てきた。 

さらに 2002 年に発足した第 2 次シュレーダー政権において家族政策の大きな

転換を開始した。政権初期の連立協定 37)によって「子どもと仕事の両立における

改善は、今期の立法における中心的な社会政策上の計画である」とされた。男女

に関係なく政策を実施することが宣言された。 

2005 年からは、「持続可能な家族政策」として、性別や世代を超えて互いにケ

アしたり、その責任を引き受けあったりすることができるような社会制度が必要

であるとも考えられてきた 38）。 

ドイツの「新しい家族政策」は、経済的支援（有子家庭の経済的負担への支

援）、インフラ政策（保育の整備）、時間政策（両親が子どもと共に過ごす時間の

確保）の三本柱を軸とするものであり 39）、地域や企業における子育て支援への取

組みがそれを補強している 40）。このように、ドイツでは 2000 年代に入ってから、

「連邦家族・高齢者・女性・青少年省」主導で「新しい家族政策」が進められ、

その中で WLB 政策が意識しながら行われた。 

なお、「新しい家族政策」は WLB を実現するための政策であると評価できる。

しかし、WLB の実現は、既存法制度の役割も無視できない。表 9 は、ドイツにお

ける WLB 政策の変遷および合計特殊出生率の変化を示している。 
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表 9 ドイツにおける WLB 政策の変遷および合計特殊出生率の変化 41） 

 

年 出来事 合計特殊出生率 

1955 児童手当制度の創設 2.10 

1975 児童扶養控除の廃止、児童手当を第 1 子から支給 1.45 

1983 児童扶養控除の再開 1.33 

1986 児童扶養控除額の引上げ 

育児手当、育児休業制度の創設 

1.43 

1990 育児休業期間の延長：生後 18 か月に 

「児童・青少年扶助法」：3 歳以上の就学前の幼児

に保育施設に通う権利を保障し、各州に保育施設の

整備を義務付けた。 

1.45 

1992 育児休業期間の延長：生後 36 か月に 1.29 

1993 育児手当を生後 24 か月まで支給 1.28 

1994 「労働時間法制の統一及び弾力化のための法律」が

確立 

1.24 

1995 児童手当と児童扶養控除の統合、額の大幅な引上げ 1.25 

2005 保育整備法が施行 1.34 

2007 「連邦親手当・親時間法」が施行：子どもが満 3 歳

になるまで合計 36 ヵ月分の親時間を請求することが

できる。また、親時間の期間中、30 時間以内の就労

を行うことができる。 

両親手当の導入：生後 12 か月間、従前手取りの 67%

を保 

障する所得比例方式の導入 

1.37 

（出所）筆者作成 

 

（2）フランス  

江口 42）では、第一次大戦（1914～1918 年）中は戦時インフレが起き、貨幣価
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値が暴落したため、労働者は大幅な賃上げを要求した。他方、長期にわたって出

生率が低下する中で、優秀な労働者は戦争に駆り出されていた。社会派カトリッ

クは、家族の負担に応じた賃金という考えを強めていたと指摘している。 

また、苅田・北田 43）は、フランスでは、1950 年以前の比較的早い時期から出

産・育児と就労の両立に関して幅広い選択ができるような環境整備を図っていっ

たと指摘している。 

フランスは、合計特殊出生率の低下を受け、積極的な家族政策を推進した。ま

た、多数の家族手当制度、経済的な支援制度を導入した。 

1932 年、「家族手当法」が公布された。全雇主への補償金庫加入の義務付け、

家族手当の最低額を設定した。1936 年、デクレ・ロワ（政令法）により、年 75

日以上雇用される農業労働者が家族手当の支給対象となる。1939 年、「家族法典」

が制定され、家族手当の対象に全ての雇主及び自営業者が加わった 44）。特に、

1940 年代前半頃から家族給付制度が充実しており、その手当の数は 30 種を超え

ている 45）。また、労働時間の規制、休暇については、1932 年からは、15 日間の

年休制度の創設、労働時間短縮政策が進められた。1998 年以降、週 35 時間制の

導入により、働き方が大きく変わった。 

表 10 は、フランスにおける WLB 政策の変遷および合計特殊出生率の変化を示

している。フランスにおける WLB 法政策を概観すると、国として WLB を実現する

ための明確な法政策を掲げていない。しかし、少子化対策に始まる家族政策、労

働時間の短縮のための法政策は、WLB を実現につながっているだろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



36 

 

表 10 フランスにおける WLB 政策の変遷および合計特殊出生率の変化 46） 

 

年 出来事 合計特殊出生率 

1932 従来は企業の任意慣行であったが、家族給付が法定

の制度に 

2.30 

1946 所得税において n 分 n 乗方式の適用 2.99 

1948 家族給付に住宅手当の導入 3.02 

1977 育児親休暇制度の導入 1.86 

1981 n 分 n 乗方式の拡大 1.85 

1982 年次有給休暇の付与日数が増加：年間 5 週間（就業

日ベースで 30 日間、労働日ベースで 25 日間）の有

給休暇を取得することができる。 

1.86 

1983 家族給付全国金庫による保育施設拡大の促進 1.86 

1984 ハーフタイム労働の導入：育児のため労働時間が半

減可能 

1.86 

1985 育児親手当、乳幼児手当の導入 1.86 

1986 育児親休暇制度拡大：利用期間延長 1.85 

1990 認定保育ママ雇用に対する援助の創設 1.77 

1994 育児親休暇制度等の拡大 1.73 

1998 1998 年 6 月 13 日の法律（第一次オブリー法）が施

行：法定労働時間は週 35 時間又は年 1607 時間に規

制 

 

2003 乳幼児養育給付の導入 

「父親休暇」の拡大：3 日から 11 日に 

1.89 

2005 出産育児と就労に関する選択の多様化 1.94 

（出所）筆者作成 

 

（3）イギリス 

脇坂（2007）47）は、WLB は英国で広がったと述べている。これは、低い生産性



37 

 

を改善し、有能な人材を確保するためには、魅力的な就業環境を整備する必要が

あったという、企業側における問題意識が存在したためであると提示した。また、

先行したのはアメリカで使われた「ファミリー・フレンドリー」で、後にイギリ

スで「ワーク・ライフ・バランス」という言葉が出てきたと指摘した。 

なお、権丈（2009）48）は、WLB という用語が、アメリカ企業の取組みやイギリ

スの WLB キャンペーンをきっかけに知られるようになったと指摘した。 

また、イギリスにおける WLB 法政策の導入経緯について、脇坂（2018）49）は、

ブレア労働党政権が 1997 年に発足して以降は、イギリスで WLB に関する重要性

が認識され、2000 年には「ワーク・ライフ・バランス・キャンペーン」が開始さ

れると指摘している。キャンペーンでは、専門のコンサルタント機関を利用する

事業主に対する資金援助を行うための「チャレンジ基金」の設置や、先進的な企

業から構成される「ワークライフバランスのための事業主連盟」と連携し、好事

例の収集や情報提供が行われた。 

さらに、2002 年には父親休暇が法律により規定され、男性の育児を支持してい

た。2003 年には WLB に関する政府の戦略を示した文書が公表され、「仕事と生活

を両立させるための柔軟な働き方を可能にすることが、いまや社会的、経済的、

経営上の中心的課題」となった 50）。 

表 11 は、イギリスにおける労働時間、育児支援等に関する法政策の一部を示

している。これから、イギリス政府は、積極的に WLB を推進していることが見ら

れる。少子化対策の視点から出発ではないものの、多様な労働を行いながら子育

てとの両立を図るという労働市場政策と捉えることができるだろう。 
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表 11 イギリスにおける労働時間、育児支援等に関する法政策 51） 

 

 規定 根拠 

法定労働時間 労働者が 17 週の基準期間

中、時間外労働を含めて各週

平均 48 時間以上労働しない

よう、使用者は合理的な措置

を取らなければならない。た

だし、除外することができ

る。 

労働時間規則 

弾力的勤務制度 26 週間継続雇用を有する労働

者は同一使用者に対し、12 ヵ

月に 1 回、弾力的に働くとい

う労働条件の変更を申請する

権利を有している。 

雇用法 

年次有給休暇の

付与日数 

労働者は、分割可能な 4 週間

の年次有給休暇を取る権利を

有する 

労働時間規則 

育児休業 1 年以上勤続する労働者は、1

週単位で 1 年間に 4 週まで、

子供が 5 才になるまでに合計

13 週の育児休暇（無給）を取

得できる。 

雇用法 

児童手当 16 歳未満（学生は 19 歳未

満）まで 

家族手当法 

保育 14 歳までの子供を対象とした

保育サービスが地方自治体、

企業、ボランティア団体との

連携のもとに提供されてい

る。 

全国保育戦略 

（出所）筆者作成 
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（4）アメリカ 

黒澤（2011）52）は、アメリカでは、最小限ともいえる政府による関与の下で、

従業員のみならず企業業績にもよい影響を与える手段として、柔軟な働き方をは

じめとする WLB を支援する諸制度や取り組みを自主的に導入する企業が 1980 年

第後半から 90 年代にかけて増加したと指摘している。 

アメリカにおけるワーク・ライフ・バランスの取組は、1980 年代後半より民間

において自発的に行われてきたが、2003 年、米国では政府（議会）によるアクシ

ョンがとられた 53）。同年 9 月に上院が全会一致で、仕事と家庭生活の摩擦

（conflict between work and family life）を減らすことは国の優先課題

（ national priority）の一つであり、毎年 10 月を「全国仕事家庭月間」

（National Work and Family Month）と定めるべきことを決議したのである 54）。

ただし、これはあくまで宣言であり、法的な拘束力のないものである。 

また、WLB 法政策の出発点から見ると、アメリカでは、1989 年に合計特殊出生

率が 2.0 となって以降、概ね 2.0 以上の水準で推移し、2007 年時点では最大の

2.12 となっている。そうすると、アメリカでは、少子化対策という視点をもって

WLB を考えられていない。 

それでは、アメリカにおける労働時間、育児支援等に関する法政策の一部を表

12 にまとめた。 
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表 12 アメリカにおける労働時間、育児支援等に関する法政策 55） 

 

 規定 根拠 

法定労働時間 1 週 40 時間。使用者は、週

40 時間を超える労働に対し

て、当該労働者の通常の賃金

率の 1.5 倍の率で割増賃金を

支払うことが必要。 

公正労働基準法 

年次有給休暇の

付与日数 

連邦法令上の規定なし 

育児休業 出産、育児、介護、病気を理

由 

とした年間最長 12 週間の全

日休暇（無給） 

家族・医療休暇法 

子育て支援 子育て世帯に対しては扶養家族の数に応じた所得控除、およ

び 17 歳未満の子供の数に応じた児童税額控除と 13 歳未満の

子供についての保育費用の税額控除という税制上の優遇措置 

（出所）筆者作成 

 

表 12 が示したように、アメリカでは、他国のような雇用労働法制はあまり発

展しておらず、無給休暇および労働時間の規制は非常に緩やかであり、WLB に貢

献する制度ではない。労働政策研究・研修機構（2012）56）が指摘したように、ア

メリカにおける WLB は、企業が率先して人材確保や離職防止策として WLB に関連

したベネフィットを提供してきた。国としては家庭や家族の問題には不介入では

あるが、経済至上主義から生じる弊害に対する自主的な取組みが促されているこ

とである。 

 

（5）日本 

まず、日本における WLB の導入契機を議論した研究を見てみる。すると、両角

（1998）57）から、1991 年育児休業法制定の契機は、1990 年の合計特殊出生率が
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1.57（「1.57 ショック」）に低下したことと指摘している。また、佐藤、武石

（2008）58）によると、WLB が政策課題になった理由は、出生率が急速に低下し、

仕事と家庭の両立を支援することで、少子化に歯止めをかけるためであると提示

された。労働政策研究・研修機構 59）は日本で少子化が本格的に注目されるよう

になったのは、1989 年の合計特殊出生率「1.57 ショック」以降であると指摘し

ている。ドイツ、フランス、日本では、少子化対策としての視点が見られ、イギ

リスとアメリカでは、少子化対策の視点は見られなかった。しかし、WLB の捉え

方に大きな違いは見られない 60）と評価した。 

2007 年、官民トップ会議において、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ

ランス憲章」、「仕事と生活の調和推進のための行動指針」を策定し、公表した。

これは、国として WLB を実現するための明確な法政策を掲げていると解釈できる

だろう。 

なお、既存法政策も、WLB に関連している。例えば、男女雇用機会均等法

（1985 年）は、妊娠などへの不利益な取り扱いの禁止や、定年・退職などへの差

別的な取り扱いの禁止している。採用や配置・昇進の男女均等な取り扱いは義務

化されている（1997 年改正）。2003 年、少子化対策基本法が成立し、保育サービ

スの充実や雇用環境の整備などについて定めた。同年、次世代育成支援対策推進

法が成立し、企業や自治体に対して、子育てに取り組みやすい職場環境整備に向

けた行動計画策定を義務付けた。 

それでは、日本における労働時間、育児支援等に関する法政策の一部を表 13

にまとめた。 
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表 13 日本における労働時間、育児支援等に関する法政策 61） 

 

 規定 根拠 

法定労働時間 1 週 40 時間 

1 日 8 時間 

労働基準法 

弾力的労働時

間制度 

変形労働時間制 

フレックスタイム制 

労働基準法 

年次有給休暇

の付与日数 

6 か月で 10 日、2 年 6 か月までは 1 年

ごとに 1 日追加、以後 1 年ごとに 2 日

追加（最高 20 日） 

労働基準法 

育児休業 出産前 6 週間出産後 8 週間の産休（産

前産後休業） 

労働基準法 

子供が 1 歳になるまでの間に取得する

ことができる。また、保育園に申し込

みをしているが入所できない場合な

ど、一定の条件を満たした場合は、1

歳 6 カ月まで育休を延長することがで

きる。（2017 年 10 月より、再度の申

請を行えば、最長 2 歳まで育休を延長

できる） 

育児介護休業法 

児童手当 15 歳の誕生日後の最初の 3 月 31 日ま

で）の児童が対象 

児童手当法 

（出所）筆者作成 

 

3. 日本への示唆 

 

（1）問題意識のタイミング、少子化対策に対しの政策敏感性 

 前述したように、フランス、ドイツ、日本では、少子化対策としての視点が見

られた。日本では、1980 年の人口問題審議会「出生率動向に関する特別委員会報

告書」は、夫婦の生涯出生数に変化はないとして、出生率低下の問題について
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「一応静観が許される」としている。一方、ドイツでは、1950 年代から少子化問

題を意識し、50 年代に育児手当制度、80 年代に育児休業制度を導入した。また、

フランスでは、1930 年代から少子化問題を意識し、40 年代に家族給付、70 年代

に育児親休暇制度を導入した。また 80 年代から家族給付や育児親休暇制度など

多くの支援策が実施された。 

 しかし、日本では、90 年代に入った後、ようやく少子化問題に重視した。この

時、合計特殊出生率は既に 2.0 以下となった。低下傾向、出生率の「谷」の深さ

を 30 年代のフランス、50 年代のドイツと比較すると、より深刻な問題になって

いる。 

 そうすると、日本は、まず、合計特殊出生率の低下を是正する必要がある。そ

して、出生率の上昇に向かい適切な法整備、支援策を期待されている。この点、

フランス、ドイツにおける施策および可能性を検討することは重要であろう。 

 また、イギリス、アメリカでは、少子化対策としての視点が見られなかった。

しかし、早い段階で多くの支援策を実施された。イギリスは、女性に対する就労

支援、労働生産性の向上を目的とした施策を行った。アメリカは、企業が中心と

した女性労働力への支援や、人材確保、離職防止などの施策を行った。これは、

両国の合計特殊出生率をキープできる理由の一つではないかと思われる。 

 

（2）長時間労働 

まずは、労働時間に対し、各国の規定を見てみる。表 14 は、各国の法定労働

時間と出生率の改善年を示している。 
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表 14 各国の法定労働時間と出生率の改善年 

 

国 法定労働時間 施行開始年 出生率の改善年 

ドイツ 平日 1 日 8 時間 1994 1994 

フランス 1 週 35 時間 

又は年 1607 時間 

1998 1994 

イギリス 週 48 時間（残業時間を含む 1

週平均） 

1998 2001 

アメリカ 1 週 40 時間 1938 1989 年から概ね

2.0 以上 

日本 1 週 40 時間 

1 日 8 時間 

1994 改善が見られない 

（出所）筆者作成 

 

そして、各国が時間外労働に対する上限規制を見てみる。ドイツ「労働時間法

制の統一及び弾力化のための法律」は、労働協約又は事業所協定の定めがある場

合、週日に 1 日 10 時間まで労働時間を延長することが可能となり、ただし、12

か月平均の週労働時間が 48 時間を越えてはならない(7 条）と定めている。また、

特別な制度として、労働者が残業時間を労働時間口座に貯めておき、休暇等の目

的で好きな時にこれを使えるという「労働時間口座制度」がある 62)。また、フラ

ンスでは、労働協定により、時間外労働時間の上限は、220 時間になっており、

週単位の法定最長労働時間（同じ週で、48 時間、12 週平均で週 44 時間）を超え

ることはできないという定めがある（労働法典 D3121-14-1 条、L3121-22 条）。

イギリス「労働時間規則」は、労働者が 17 週の基準期間中、時間外労働を含め

て各週平均 48 時間以上労働しないと規定されている（4 条）。 

一方、日本では、2019 年 4 月 1 日から施行された改正労働基準法には、一定

な基準を満たせば、年 720 時間以内の時間外労働ができるという規定がある（36

条）。 

そうすると、表 14 が示したように、日本でも、外国でも、1 日または 1 週当た

りの最長法定労働時間の定めが置かれている。最長法定労働時間数を見ると、そ
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れほどの差はない。また、出生率改善年と法定労働時間の施行開始年の関係を検

討すると、明らかな因果関係が見られない。しかし、時間外労働の上限規制にお

ける法政策は大きく相違している。日本では、時間外労働に対する上限規制は明

らかに緩く、一日の労働時間が 8 時間で計算すると、最大 90 日間もできる。 

また、男性の一日あたり有償労働時間 63）を見てみると、ドイツは 259 分、フ

ランスは 200 分、イギリスは 277 分、日本は 414 分 64）である。日本男性の有償

労働時間は特に長いとわかった。 

梶川（2008）65）が指摘したように、就業規則あるいは労働契約上定められた時

間外労働命令要件の緩さが要因の一つとなって、長時間労働を誘発している。諸

外国との比較した結果、限度基準を労働基準法で明示されたことより、限度基準

そのものを削減することはもっと大切であろう。そうしなければ、本来、長時間

労働を規制している労働基準法は、逆に長時間労働の合法性に効力を発生してし

まう恐れがあると思われる。 

 

（3）働き方の柔軟性 

日本でも、外国でも、労働時間の長さが個人の裁量にゆだねられる裁量労働や

出退勤時間を就労者個人が調整するフレックスタイム制度、弾力的労働時間制度

などがある。 

日本の実態を見ると、労働政策研究・研修機構（2014）66）の調査結果によれば、

労働者のうち「通常の労働時間制」の労働者より「企画業務型裁量制」の労働者

のほうが 250 時間以上働く労働者が多く、さらに、「専門業務型裁量制」のほう

が多くなっていることが示されている。専門性の高い職務に就いていることによ

り、自己裁量で職務遂行できても課される仕事量が多ければ勤務時間が短くなる

ことはない。 

したがって、弾力的労働時間制度は、短時間労働を支持している法制度と並行

していないと、効果が弱いと思われる。 

また、政策の出発点から見ると、イギリスでは、17 歳未満の子の養育責任を

負っている労働者は弾力的な勤務を申請することができる。申請権を保障するこ

とにより、労働者が自分の選択で労働方式を調整できる。これは、明らかに WLB

を推進するための法政策である。一方、日本では、この点は見られない。 
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なお、日本のフレックスタイム制度は、労働時間のみに対し定められたもので

ある。しかし、イギリスでは、労働時間の変更、労働時間帯の変更や、就労場所

の変更なども含めた、より広い範囲で変更できる。この点、多様かつ柔軟な働き

方を活用できるような仕組みを設けることは今後日本の課題であろう。ここでの

柔軟性の実現は、強行法制度より、多様な働き方に支持できる法制度はもっと期

待されている。 

（4）子育てへの支援 

日本では、仕事と育児の両立のための雇用環境整備や保育サービス充実などの

具体的支援策を講じている。まず、OECD のデータを使い、家族政策支出、国際比

較を行う。 

 

 

図 8 家族政策支出の対 GDP 比（2017 年） 

単位：％ 

（出所）OECD Social Expenditure Database より筆者作成 

 

図 8 は、家族政策支出の対 GDP 比を示している。OECD の家族政策支出は、子

どものいる世帯を対象とする現金給付、現物給付、家族を対象とする課税控除か

らなっている。アメリカは自由経済市場を優位なものとして捉えており、支援策

を通じた WLB の推進を考えていないので、5 か国の最低水準の 1.08％になってい

る。ほかの国先進国は 3％以上となっているが、日本は 1.79％に過ぎない。 

そして、育児休業制度の充実度を見てみると、フランスでは、認定保育ママ雇

用に対する援助などの支援策を行われ、自分での育児か保育所を利用した仕事と

の両立を選択可能になっている。一方、日本では、育児休業制度と給付のみに留

まり、支援策の充実、拡大には十分な空間があり、期待されている。 
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第四章 子育て支援策を中心とした少子化対策の日中比較 

 

少子化は、社会の様々な側面に影響を与えている。まずは、家族内での役割や

負担の再定義をもたらす可能性がある。女性の社会進出が進むことで、男女の性

別役割や家族内の負担の分担が再考されることになる（山田 2013）67）。そして、

内閣府（2017）68）では、少子化によって社会的な価値観や意識の変化をもたらす

ことがあるとされている。出生率の低下や、子供の存在意義の変化は、結婚や出

産に対する社会的な期待や意識に影響を与える可能性がある。少子化が進むと、

子供中心主義から個人主義への価値観の変化が見られる場合もあると指摘されて

いる。また、厚生労働白書（2015）69）は、地方における地域経済社会は急速に縮

小し、都市機能も低下するほか、社会保障の担い手が減少し、社会保障の維持や

財政健全化に対する悪影響が生じると述べている。斎藤（2016）70）は、合計特殊

出生率（TFR）1.5 を境とし、人口置換水準を少し下回る場合を「緩少子化」（比

較的緩やかな少子化）、人口置換水準を大きく下回ると「超少子化」（非常に厳し

い少子化）としている。 

中国では 2000 年の合計特殊出生率が 1.63 であり、2021 年に 1.16 に減少した

71）。前述した斎藤（2016）によると、中国は、「緩少子化」から「超少子化」へ

と転換したことになる。 

一方、日本は合計特殊出生率が 1970 年代からずっと低下し、2006 年から緩や

かに回復している。しかし、「超少子化」に歯止めを掛ける目途が立っていない。 

近年、日本や中国では少子化への対応として、様々な子育て支援政策を展開し

ている。こうした政策は、「ワーク・ライフ・バランス」が取れるような両立支

援策と、子どものいる家族に対する経済的支援策の二つに分けられる。本章では、

日中少子化対策の中でも、特に子育て支援策に焦点にあて、その内容、抱えてい

る課題を比較することを試みた。 

 以下のように、本章の構成は次の通りである。第一に、社会学的な視点に立っ

て、少子化の要因について検討する。第二に、日中の少子化対策の背景である少

子化の実態を確認する。第三に、両国の子育て支援策の取組みを確認しながら、

比較を行う。第四に、日本における対策の課題および中国への示唆、政策提案を

述べる。 



48 

 

1. 社会学における少子化の要因 

 

（1）少子化の要因：政策の敏感性の不足 

少子化の要因は、政府の問題意識化のタイミングが遅いこと、少子化対策に対

する政策敏感性が足りないことに一因がある。1980 年に行われた人口問題審議会

での「出生率動向に関する特別委員会報告書」によると、日本では、夫婦が生涯

に産む子ども数には変化がないことから、日本の少子化の原因は女子の進学率・

就職率の上昇により結婚・出産が遅れているためと分析し、出生力低下の問題に

ついては「一応静観が許される」と結論付けている。一方、西欧諸国、例えばド

イツは、1950 年代から少子化問題を意識し、50 年代に育児手当制度、80 年代に

育児休業制度を導入した。また、フランスは、1930 年代から少子化問題を意識し、

40 年代に家族給付、70 年代に育児親休暇制度を導入した。また 80 年代から家族

給付や育児親休暇制度など多くの支援策も実施された。しかし、日本では、90 年

代に入った後、ようやく少子化問題を重視した。この時、合計特殊出生率は既に

2.0 以下であった。日本の出生率の低下傾向や、出生率の「谷」の深さを 30 年

代のフランス、50 年代のドイツと比較すると、より深刻な問題になっていること

がわかる。 

 

（2）少子化の要因：長時間労働による負の影響 

ここでは、まず、長時間労働をもたらす少子化の要因について、2 点検討する。 

第 1 に、Rosen（1969）72）は、企業が生産活動を行う際、労働の固定費が大き

いと、企業は雇用よりも労働時間をより多く需要するようになると指摘している。

また、Kahn and Lang（1991）73）はカナダの統計データを用いて分析した。その

結果、長年雇用されている労働者は固定費が高く、希望をしなくても長時間労働

をさせられていることがわかる。 

第 2 に、長時間労働に対する選好の度合いである。大竹・奥平（2008）74）は、

長時間労働への依存が生じる可能性を検証し、「いったんワーカホリックになる

と、本人には長時間労働を止める理由がなくなってきて、ますます長時間労働が

ひどくなるという悪循環に陥る。」と指摘した。また、同研究では、「子供の頃、

夏休みの宿題を夏休みの最後の方にやっていたという後回し行動を取っていた人
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ほど、大人になって長時間労働をしやすい。」という分析結果が示された。また、

Hamermesh and Slemrod (2005)75）は、労働者自身だけではなく、上司、同僚な

どの行動、周りの環境等から影響を受け、不必要かつ長時間の労働を選好しやす

いという可能性について検討している。 

ここまで、長時間労働をもたらす要因が示されてきた。その一方で、「長時間

労働を是正すべきだ」という声は多くあった。山本 (2019)76）は、長時間労働が

是正されると、労働者の身体的・精神的な健康が改善する可能性がある点や、労

働者のワーク・ライフ・バランスの実現、企業における多様な人材の活用が進む

可能性がある点等について述べている。そのほかに、長時間労働を是正すること

によって、生活時間を確保できる。生活時間の大切さに関する議論を概観すると、

Becker(1965)77）の家計内資源配分モデルでは、各世帯は世帯員の能力に基づき、

労働（市場での労働）と家事労働の時間を適切に配分することにより、消費と家

事の最適な水準が決定されると結論づけている。田宮・四方 (2007)78）は、母子

世帯の仕事と育児の両立に関する国際比較を行い、日本のシングルマザーは欧米

各国と比較すると、著しく仕事時間が長く、育児時間が短いことを指摘している。 

こうして長時間労働も少子化要因の一つとなる。 

 

（3）少子化の要因：結婚の変化 

さらに少子化の要因として、特に結婚の高年齢への先送りにより未婚化・晩婚

化・非婚化という結婚の変化が、よく社会学的な視点から分析されていた。赤川

（2018）79）では、日本の出生率が低下している要因は、①未婚者が増えているこ

とと、②結婚している夫婦の子ども数の減少であると指摘している。また、岩澤

（2005、2008）80）は、コーホートモデルを用いた分析をした結果、1975 年から

2005 年の 30 年間の合計特殊出生率（以下、「TFR」）低下の 77.7％は初婚行動の

変化、残りの 22.3％は初婚行動以外の変化によるものであると述べている。また

同様の分析方法を 2012 年までのデータに当てはめた分析結果によると、70 年代

から 2012 年までの TFR 低下の約 9 割は結婚行動の変化によるものであると指摘

している。 

また、「結婚できるがしない」より、「結婚したいが現実的に不可能」のほうが

少子化の要因であると指摘されたことがある。グローバル化の影響もあって、バ
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ブル崩壊後に終身雇用制が動揺し、非正規雇用の割合が上昇した。雇用が不安定

であったことや、高収入になる見込みがないことに直面し、無職の若者やフリー

ターはもちろん、非正規雇用の若者にとっても、経済的負担は大きく、社会的責

任を伴う結婚、子育ては容易でない。酒井・樋口（2005）81）は、学卒後にフリー

ターになった者と正規雇用に就いた者のその後の就業・所得・結婚・出産を、個

票データを用いることで比較した｡フリーター経験者は正規経験者より結婚年齢

が高く、またそのことを通じて出産年齢も高くなることから、フリーターの増加

は少子化の一因になっていることがわかる｡フリーター経験が結婚・出産時期に

もたらしている影響はバブル経済崩壊後、以前より大きくなっているという結果

を得た｡ 

そのほかに、女性の社会進出、高学歴化は少子化の要因の一つであると強調さ

れたこともある。赤川（2018）82）は、「学歴や社会経済的地位の高い女性が、自

分よりも低い男性を選ぶ傾向が増えなければ、結婚数はいまより増えず、出生率

も上がらない可能性がある」と指摘している。津谷（2009）83）は、学歴と雇用安

定性が結婚と同棲に代表されるパートナーシップ形成に与える影響を検証した。

その結果、高学歴は正規雇用および所得と強く結びついており、未婚期の男女の

同棲経験確率を有意に低下させ、また女性の初婚確率も大きく押し下げることと

なっている。なお、内閣府は、OECD24 か国（1 人当たり GDP1 万ドル以上）のデ

ータを用いて、1970 年時点では、女性の労働力率の高い国ほど出生率が低いとい

う傾向にあったのに対し、2000 年時点では、女性の労働力率が高い国ほど、出生

率が高いという傾向がみられると述べている。柴田（2016）84）は、「女性労働率

が上がると、翌年の出生率が下がる」と述べているが、山口（2005）85）は、女性

の労働力参加率と出生率の間の負の影響を認めた一方、女性の労働力参加率増加

の出生への負の影響は、仕事と家庭の両立度が高いほど減少し、両立度が十分高

ければ効果は 0 になるという結論を得た。 

 

2. 両国少子化の実態 

 

まず、生産年齢人口の変化を確認する。 
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表 15 日本と中国における生産年齢人口の変化 

 

  2010 2015 2020 

中国 総人口 1,332,810,869    1,409,778,724  

生産 

年齢人口 

992,561,090  965,759,506  

割合（％） 74.47% 68.50% 

日本 総人口 128,057,352  127,094,745  126,146,099  

生産 

年齢人口 

81,031,880  77,354,097  75,087,865  

割合（％） 63.80% 60.90% 59.50% 

（出所）中国国家統計局『人口普査』（2010、2020）、『国勢調査』（2010、2015、

2020）より筆者作成 

 

表 15 は日本と中国における生産年齢人口の変化を表したものである。中国で

は、10 年間で生産年齢人口が約 2600 万人（約 6％）減少した。また、日本では、

10 年間で生産年齢人口が約 600 万人（約 4％）減少した。生産年齢人口の減少に

より、労働力の不足、国内需要の減少による様々な社会的、経済的課題の深刻化

が懸念される。 

また、表 16 は、OECD 主要国の労働時間、少子高齢化の実態を示しているもの

である。 

 

 

表 16 OECD 主要国、中国の総実労働時間と少子高齢化 2 

ドイツ フランス アメリカ オランダ スウェーデン 韓国 日本 中国

2010年 1,426 1,540 1,772 1,420 1,483 2,163 1,733 2,444

2021年 1,349 1,490 1,791 1,417 1,444 1,915 1,607 2,491

2021年順位
（OECD）

1 9 31 4 8 34 17

合計特殊出生率 2020年 1.53 1.79 1.64 1.55 1.66 0.84 1.33 1.2
高齢化率（％） 2021年 22.2 21.3 16.7 20.0 20.1 16.7 29.8 13.1

労働者1人当
年間平均労働時間数
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（ 出 所 ） OECD Employment Database （ hours-worked ）、 OECD Family 

Database （ Fertility rates, 2021 ）、 UN （ World Population Prospects, 

2021）、中国労働統計年鑑（2010、2021） 

 

そこで、10 年間の労働時間の変化傾向を比較したい。労働時間における取り扱

い方や、調査方法が異なるため、特定の年の比較は適切でないが、10 年間で、ド

イツ、フランス、韓国、日本では減少傾向が見られる。しかし、アメリカ、中国

は高い水準を維持しているままで、変化が見られない。特に中国の労働時間は非

常に長い。また、オランダ、スウェーデンは低い水準のままで、変化が見られな

い。一方、日本は、OECD の統計では労働時間は短くなっているものの、厚生労働

省毎月勤労統計調査（令和 4 年分結果）によると、一般労働者の年間労働時間は

1,948 時間であることから、長時間労働慣行が改善されていないと言える。 

以上のことから、中国も日本も長時間労働問題が顕著であり、改善策を講じる

べきであることがわかる。長時間労働がもたらした仕事と子育ての両立困難を克

服しなければ、少子化問題は解決できないと考えられる。 

 

3. 政策の取組み 

 

（1）中国における政策の取組み 

中国共産党中央委員会および国務院は 2020 年 7 月 20 日、「出産政策の最適化

による人口のバランスのとれた長期的発展の促進に関する決定」（以下、決定）

を発表した 86）。決定では、人口構造を改善して高齢化に積極的に対応する国家戦

略を実現し、中国の人的資源の優位性を維持し、合計特殊出生率の下降傾向を緩

和する上で重大な意義があると表明されている。また、決定では、3 人目の出産

を容認する政策の実施について、「人口・計画生育法」の改定、「社会扶養費」な

ど産児制限措置の撤廃、出産や育児、教育にかかるコストの引き下げなどの措置

が規定された。この決定により、70 年代後半から、約 40 年間実施された「一人

っ子政策」としての「計画生育政策」は完全に廃止された。 

また、中央政府の「人口・計画出産法」改正を受けて、現在各地で産休や育休、

出産介護休暇の新設や拡充が進んでいる(表 17)。 
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表 17 各地の産休、育休、出産介護休暇制度の規定 

（出所）各地人民政府の公表資料、人口計画出産条例を参照して筆者作成 

地域 産休日数（上乗せされた日数） 育児休暇 出産介護休暇

広西チワン族自治区 148（+50） 10 25

雲南省 150（+52） 10(3歳未満の2人以上：5日の増加) 30

安徽省 10 30

北京市 5

貴州省

湖北省 20

湖南省 15

吉林省 20 25

江蘇省 15 15

遼寧省 20

内モンゴル自治区

寧夏回族自治区

山東省

山西省 15

上海市 5 10

四川省 20

天津市 15

新疆ウイグル自治区

陝西省 158（+60）第3子：さらに180 30

福建省 158～180（+60～82）

広東省

重慶市

①満1歳まで、夫婦どちらか一

方が継続して取得か②子が満6

歳まで、毎年夫婦各自5～10日

20

甘粛省 15 30

黒龍江省 15

江西省 30

青海省 15 15

チベット自治区 365（+267） なし 30

浙江省 158(第1、2子)（+60）

河北省 188(第3子)（+90）

河南省 30

海南省 15

10

15

190（改正予定）（+92）

10 15

178（+80）

180（+82）

10

188（+90）

158（+60）

15

10

10 25

15

10

20
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中国女性労働者保護特別規定では、「労働法」の規定に合わせ、妊娠 7 か月以

上の女性労働者の労働時間延長の禁止を定めた（第 6 条）。また、従来では、産

前産後休業期間は 90 日だったが、新規定では、ILO の 2000 年の母性保護条約

の規定に合わせて、これを 98 日に延長した（第 7 条）。今回の「人口・計画出産

法」改正を受けて、産休日数は多くの地域で延長されている。例えば、北京市、

天津市、江蘇省では産休日数が 158 日と定められており、法定より 60 日上乗せ

されている。江西省、青海省では、産休日数が 158 日と定めており、法定より

90 日上乗せされた。また、浙江省、河北省などは、第 1、2 子と第 3 子に対して

それぞれ個別規定があり、60 日と 90 日上乗せされた。 

また、改正「人口・計画出産法」では、「法律、法規の規定に合致して子供を

出産した夫婦は、出産休暇を延長する奨励金またはその他の福利厚生を得ること

ができる。国は条件のある地域の育児休暇を設けることを支持している。」と定

めている（第 25 条）。それを受けて、「3 歳未満の子を持つ夫婦各自が、年間で累

計 10 日間の育児休暇を取得することを認める」と各地域で規定されている。湖

北省、広東省などでは、10 日間の育児休暇を取得することができる。陝西省では、

全国最も長い 30 日間の育児休暇を取得することができる。なお、配偶者(夫)の

出産介護休暇については、各地域で独自の規定を導入しており、15 日～30 日の

休暇を取得することができる。 

 

表 18 出産手当の仕組み 

 

手当種類 産休（有給） 生育補助金 

支払う責任帰

属 
企業 生育保険 

計算方法 
企業の給料基準に基づ

く 
該当地域の保険金基準に基づく 

注意事項 

①生育補助金の金額が産休（有給）より高い場合、産休（有

給）を支払わない。 

②生育補助金の金額が産休（有給）より低い場合、企業がその

差額分を払わなければならない。 
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（出所）中国「女性従業員労働保護特別規定」（第 8 条）を参照して筆者作成 

 

そのほかに、出産休暇の待遇について、表 18 が示したように、出産手当を計

算する際に、産休（有給）の金額と生育補助金の金額を比較する必要があり、よ

り高い金額を労働者に支払っている。この仕組みを見ると、女性労働者に有利で

あり、出産の保障になりうるだろう。 

出産手当のほか、改正「人口・計画出産法」の規定と合わせるため、各地は第

3 子の出産を促進するため、出産手当金や育児補助金制度を強化した。 

 

表 19 第 3 子への支援 

 

（出所）各地の人口計画出産条例を参照して筆者作成 

 

表 19 が示したように、一部の地域では第 2 子以上の子を持つ家庭を優遇する

傾向が見られる。しかし、それは、全国規模での支援策ではない。また、最低基

準を定めた規定はない。今後、支援対象となる全ての国民に支援を届けることが

できるよう、国が政策の見直しをしなければならない。また、地域間の格差が存

在することがあるため、よりバランスが取れるような支援策を講じるべきである

と思われる。 

 

（2）日本における政策の取組み 

1990 年の「1.57 ショック」を契機に、日本政府は、出生率の低下と子どもの

数が減少傾向にあることを「問題」として認識し、仕事と子育ての両立支援など

山東省済南市
2023年1月1日以降に2人、3人目の子どもが生まれた世帯
を対象に、子ども1人につき月額600元（約1万2000円）
を3歳まで支給する。

黒龍江省ハルビン市
戸籍があり、市内で仕事や生活をしている2人以上の子
どもを持つ世帯を対象に、子どもが満3歳になるまで毎
月、育児補助金1000元（約2万円）を3歳まで支給する。

湖南省長沙市
子ども3人の世帯を対象に1人につき1万元（約19万5000
円）を一時金として支給する。

河北省衡水市
3人目の子どもが生まれた世帯を対象に、5000元（約9万
7500円）を一時金として支給する。
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子どもを生み育てやすい環境づくりに向けての対策の検討を始めた。その中、出

産休暇制度の規定は表 20 が示したように、産前、産後、育児のそれぞれの項目

に分けられている。そのほかに、改正育児・介護休業法（2022 年 10 月 1 日施行）

により、産後パパ育休とは産後 8 週間以内に 28 日を限度として 2 回に分けて取

得できる休業で、１歳までの育児休業とは別に取得できると定められている。男

性の育児休業取得促進のため、取得ニーズが高い子の出生直後の時期（子の出生

後 8 週間以内）に、これまでよりも柔軟で取得しやすい休業として設けられた

（厚生労働省育児・介護休業法改正ポイント）。 

 

表 20 日本における産休、育休 

  

産前休業 産後休業 育児休暇 

対象 女性 女性 女性、男性 

取得義務 任意 取得義務有り 任意 

取得できる期間 出産予定日の 6 週

間前から（多胎児

の場合は 14 週間

前から） 

出産日翌日から 8 週

間 

子どもが 1 歳を迎

える前日まで（最

長 2 歳を迎える前

日まで延長可能） 

（出所）労働基準法、育児・介護休業法を参照して作成 

 

そのほかに、出産休暇、子育ての待遇について、表 21 が示したように、主な

一時金、給付金制度が設けられている。 
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表 21 日本における子育てへの経済支援 

 

出産・子育て応援事業 子育て関連用品等に使用できるクーポン券など妊娠届

出時に 5 万円相当、出生届出時に 5 万円相当が支給さ

れる。 

出産育児一時金（家族出

産育児一時金） 

1 児につき、産科医療補償制度加入分娩機関で出産し

た場合は 42 万円（在胎週数第 22 週以降のものに限

る）、それ以外の場合は 40.8 万円である。2023（令

和 5）年 4 月以降の出産については、42 万円が 50 万

円に、40.8 万円が 48.8 万円にそれぞれ引き上げられ

る。 

育児休業給付金 雇用保険の被保険者が原則 1 歳未満の子どもを養育す

るために育児休業を取得した場合に支給される。パ

パ・ママ育休プラス制度を利用する場合は、父と母 2

人分合わせて原則 1 歳 2 カ月になるまで支給される。

なお、保育所などに入所できないなど一定の場合には

最長 2 歳になるまで支給される。育休を開始してから

180 日目までは休業開始前賃金の 67％が、181 日目以

降は 50％が支給される。なお、80％以上の賃金が支払

われる場合、給付金は支給されない。 

児童手当(所得制限あり) 3 歳未満：月額 15,000 円 

3 歳～小学校終了前：第 1 子・第 2 子：月額 10,000

円 

第 3 子以降：月額 15,000 円 

中学生：月額 10,000 円 

児童扶養手当 「ひとり親家庭」になった場合に支給される。対象と

なる子どもは 18 歳に到達後、最初の 3 月 31 日までの

子どもである。全部支給は、月額 42，370 円で、一部

支給は所得に応じて月額 42，360 円から 10，000 円ま

で 10 円きざみの額となる。 
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（出所）内閣府少子化社会対策推進専門委員会（第 6 回）議事次第（2006 年 3

月 29 日）を参照し一部加筆して作成 

 

中国の支援策と比較すると、日本のでは、支援を受けるための条件規制が緩く、

支援対象になれる範囲も広い。日本では、地域、子の人数などの制限なしで出産

育児一時金、児童手当の支給がある。中国では第 3 子出産に重点を置き、支援策

を施行した。この点で日本と中国は、大きく異なっている。適用範囲について検

討すると、日本における児童手当は所得制限が設けられているものの、全国範囲

で支給されている。中国の場合、少ない地域だけで支給されているほか、最低基

準を規定すると、地域間の格差が生まれてしまうという問題があると考えられる。

そのほかに、各地域の人口計画出産条例によると、出産手当に関する規定は、都

市部と農村部それぞれ違うことがわかる。都市部では、都市部の平均賃金の 3 倍

の出産手当を支給されるが、農村部では、農村の平均収入の 2 倍を上限にして支

給される。都市部の平均賃金は農村の平均収入より高いことから、同じ地域でも

都市と農村の差があると思われる。 

 

（3）日中における労働時間、割増賃金率の比較 

最後に、日中における労働時間、割増賃金率を比較したい。表 22 は、両国の

法定労働時間、割増賃金率に関する規定を示しているものである。 
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表 22 日中における労働時間、割増賃金率 

中国（中華人民共和国労働法） 日本（労働基準法）

○法定労働時間（第36条）：１日8時間、１週44時間(1994年7
月5日第八期全国人民代表大会常務委員会第八次会議採択、1994
年7月5日中華人民共和国主席令第28号公布)（1995年施行）
○法定休日（第38条）：１週１回以上
○休日特例（第40条）：元旦、春節、メーデー、国慶節、法律
法規で定めた休暇、祭日は、法に基づいて労働者に休暇を与え
なければならない。
【1995年補助規定】
国務院『従業者の労働時間に関する国務院の規定の実施方法』
（短縮）：1日8時間、1週間に40 時間

○法定労働時間（第32条）：１日8時間、１週40時間へ
段階的短縮（1987年施行）、１週40時間（1993年施行）
○法定休日（第35条）：１週１回以上、4週4回以上

○時間外労働時間：雇用側の組織は生産経営の必要により、労
働組合及び労働者との協議が必要（第41条）
○原則：毎日1時間を超えてはならない
●特別条項の上限規制
○労働者の身体健康の保障
○毎日3時間を超えてはならない
○毎月36時間を超えてはならない
●適用除外（42条）：①自然災害、事故またはその他の原因に
より、労働者の生命の健康、財産の安全に脅威が及び緊急に対
処する必要がある。②生産設備、交通運輸路線、公共施設に故
障が生じ、生産と公衆の利益に影響が及び、すみやかに緊急の
修理が必要である。③法律、行政法規が定めるその他の状況
●不定時労働制と労働時間総合計算制（『企業による不定時労
働制と労働時間総合計算制の実施に関する審査承認方法』（労
働部発[1994]503 号））
○不定時労働制：①企業の上級管理職、外勤人員、営業担当人
員、一部の当直人員ならびに業務の関係で標準的な労働時間で
は労働時間をはかれないその他の従業者。②企業の長距離輸送
人員、タクシー運転手及び鉄道、港湾、倉庫の一部荷役担当人
員ならびに業務の特殊性により機動的に作業を行う従業者。③
生産上の特徴、業務上の特殊な要件または職責の範囲の関係で
不定時労働制の適用がふさわしい従業者。
○労働時間総合計算制
①交通、鉄道、郵便、水運、航空、漁業等の業種で、業務の特
殊性ゆえに連続して作業する必要がある従業者。②地質探査、
資源探査、建築、製塩、製糖、観光等、季節や自然条件の制
約を受ける業種の一部従業者。③労働時間総合計算制の適用に
適するその他の従業者。

○時間外労働時間：協定の締結と届出必要（第36条）
○原則：月45時間、年360時間
【2018年法改正】
●特別条項の上限規制
○月45時間超は年6回以内
○年720時間未満
○時間外労働と休日労働の合計：
　①単月100時間未満
　②月45時間超の2～6カ月平均80時間未満
（施行）大企業：2019年4月、中小企業：2020年４月
●時間外労働上限規制の適用除外業務：新技術・新商品
等の研究開発業務
●時間外労働上限規制の適用猶予業務：自動車運転業務
、建設事業、医師、一部製糖業（2024年3月まで）
●勤務間インターバル（新設・労働時間等設定改善法改
正）（事業主の努力義務、2019年4月施行）

【割増賃金率】（第44条）
○時間外労働：50％
○休息日に労働者を働かせて代休を手配できない場合：100％
○法定休日：200%

【割増賃金率】（第37条）
○時間外労働：25％
○深夜労働：25％、時間外労働かつ深夜労働：50％
○法定休日労働（8時間）：35％
　（法定外休日労働：割増なし。時間外労働25％）
○法定休日労働かつ時間外労働：60％
○法定休日労働かつ深夜労働：60％
　（深夜労働：午後10時～午前5時）
※休日労働の割増率明示（1993年改正）
【2018年法改正】
●中小企業への割増賃金率の猶予措置廃止
○時間外労働月60時間超（休日労働含まない）
　中小企業の割増賃金率：25％→50％
○月60時間超かつ深夜労働：75％
（施行）中小企業：2023年4月（大企業：2010年より施
行済み）

法定労働時間・休日労働

労働時間短縮と割増賃金率

法定外労働時間（時間外労働時間）の上限規制

時間外労働・深夜・休日労働の割増賃金率
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（出所）「中華人民共和国労働法」、「労働基準法」（2019 年 6 月改正）、裵 海善

（2021）「働き方改革の韓日比較:労働時間の短縮と柔軟化」を参照して筆者作成 

 

法定労働時間に関しては、日本も中国も１週 40 時間と定められている。特別

に、中国の場合は、休日特例に関する規定も存在している。時間外労働時間に関

しては、共通点として、特別条項による上限規制が設けられている。ただし、中

国の場合は、毎日 3 時間、毎月 36 時間を限度としているが、日本の場合は、原

則月 45 時間、年間 360 時間（最大 720 時間）を限度としている。中国と比べて、

日本では、延長できる時がかなり長いことがわかった。割増賃金率の規定を見て

みると、日本の規定は、より細かいことがわかる。中国の場合、深夜労働に関し

ての規定はない。また、割増賃金率を比較すると、中国の場合は高く、特に法定

休日の場合は 3 倍となっている。 

一方、労働時間を減らすことで、仕事と生活が両立できるような働き方を実現

させるため、国は政策・法律を施行し、企業は報酬制度を改めるなどの試みを重

ねてきた。しかし、日本の正規労働者の総労働時間は 1990 年代から一向に減っ

ていない。中国では、IT 技術者の告発による、「996」（朝 9 時から夜 9 時まで、

週に 6 日間働く）についての議論は今でもある。時間外労働上限時間を考えても、

労働法違反になる。中国労働法は、残業に対しては通常の給与の 50％増しの賃金

を支払うことと定められているが、IT 技術者に関しては「フレキシブルな勤務体

制」、「成果に応じた報酬」という名目の下、割増賃金が支払われない例が少なく

ない。よって、法的規制以外に、社会規範、雇用慣行、働き方に組み込まれた集

団意識や曖昧な職務内容などを検討すべきである。労働時間の適切な制限や労働

条件の改善、働き方の柔軟性の導入、労働文化の変革などが必要な施策である。

さらに、労働者の権利や福利厚生の保護、労働組合の役割の強化、労働者の意識

の向上も重要な要素であろう。 
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終章 

 

 

1. 要約と結論 

 

本稿では、まず、中国の「計画出産政策」の変遷を整理し、中国の時期的に、

地域的に複雑な計画出産政策について検討した。「計画出産政策」の範囲はもっ

と広く、「一人っ子政策」だけでなく、その他の政策の変化や運用も含めて計画

出産政策全体を見るべきである。「一人っ子政策」が行われていた時期、中国に

おける計画出産政策には「一人っ子政策」と概括できない政策が地域や時期によ

って適用されていることがわかった。 

そして、2013 年以降の「一人っ子政策」の調整は出生率が変化した要因になっ

ているか検証するため、統制変数である地域ダミー変数を投入するかどうかによ

って、二つのモデルを使いパネル分析である固定効果モデルの推計を試みた。そ

の結果、地域の違いによってもたらされた影響を考えない場合、「一方が一人っ

子である夫婦は二人目の子供を持つことができる」という政策の実施は、出生数

を高める可能性が示唆されているが、「全ての夫婦に第二子の出産が認める」と

いう政策については、出生数に影響をあまり与えていないということがわかった。  

一方、地域の違いによってもたらされた影響を考える場合、上記の両政策は、

出生数に影響をあまり与えていない可能性が示唆されている。そのほかに、地域

の違いによってもたらされた影響はかなり顕著であった。農村部の人口が多く、

政策が柔軟に執行された地域は、人口増加が高い可能性がある。 

分析の結果から、「一人っ子政策」は調整されたものの、その効果は限定的で

あることが解釈できると考えられる。厳しい少子化の状況を改善するため、「2 人

目できる」という政策より、「2 人目を持つことができる」ため、国は、より充実

な支援策を講じるべきである。また、地域の間に、かなりの差が存在することか

ら、その地域に相応しい政策の実行が必要となると思われる。 

また、日本と欧米 4 か国の関連法政策の制定経緯と施策を比較することで、日

本における関連施策の課題を明らかにした。その結果、日本の関連施策を課題と

して以下の 4 点が明らかになった。第 1 は、施策実施のタイミングが大幅に遅れ



62 

 

ていたことである。第 2 は、時間外労働の限度基準を削減する必要があるという

点である。第 3 に、弾力的労働時間制度は、短時間労働を支持している法制度と

並行する必要がある。第 4 に、育児休業制度と給付のみが不十分で、家族政策支

出の拡大、支援策の充実が急がれる点を指摘した。 

そのほかに、日中両国の政策の変遷および子育て支援を中心とした政策の内容

を概観した。中国では、主に注目されていることは、出産政策の是正である。一

方日本では、出産政策における改正はないものの、2018 年 6 月に働き方改革関

連法案が国会可決された。労働時間の短縮を目指して、時間外労働の上限規制や

「フレックスタイム制」の拡充、「高度プロフェッショナル制度」などの、柔軟

な働き方関連政策を導入した。これは、両国の少子化対策を比較した際に、日本

に特徴的であるものと言えよう。 

日本において、少子化対策が十分に成果を上げることができなかったのは、①

問題意識のタイミングが遅く、政策の敏感性が足りなかったこと、②「両立支援」

（仕事と子育て）を強調したとしても、時間外労働に対する上限規制の問題が存

在したこと、③少子化の原因が主に「未婚化」にあるにも関わらず、少子化対策

が専ら共働きの既婚者に対してなされたこと、以上の三つが原因であると考えら

れる。③については、前述した内閣府では、「女性の労働力率が高いほど出生率

が高い」と認識されており、女性が働きやすい環境整備を行うことが少子化対策

の柱とされたが、専業主婦世帯を軽視した、女性の就労促進を目的とする「両立

支援」（仕事と子育て）に偏った政策であったことが原因と考えられる。 

日本の「教訓」を踏まえて、中国への示唆として以下の 3 点について述べたい。 

第 1 に、問題意識のタイミング、少子化対策に対しの政策敏感性の問題である。

中国にとって、これからは、より速い行動、より早いタイミングで政策を実施す

ることは大切であろう。そのほかに、出生率などの指標の変化に敏感性を持ちな

がら、それを応じて、相応しい政策を実施することが大切であろう。 

第 2 に、時間外労働に対する上限規制の問題である。日本では、2019 年 4 月 1

日から施行された改正労働基準法には、一定な基準を満たせば、年 720 時間以内

の時間外労働ができるという規定がある（36 条）。日本では、時間外労働に対す

る上限規制は明らかに緩く、一日の労働時間が 8 時間で計算すると、最大 90 日

間も時間外労働をすることができる。就業規則、あるいは労働契約上定められた
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時間外労働命令要件の緩さが要因の一つとなって、長時間労働を誘発している。

限度基準を労働基準法で明示したことにより、限度基準そのものを削減すること

はもっと大切であろう。そうしなければ、本来、長時間労働を規制している労働

基準法は、逆に長時間労働の合法性に効力を発生してしまう恐れがあると思われ

る。 

中国では今後、時間外労働時間、割増賃金率の削減のほか、柔軟な労働時間制

を導入することを検討している。深圳市罗湖区は弾力的時間制の試みをしており、

湖北宜昌、甘肃兰州、绍兴嵊州市などで「4.5 日出勤」を実施している。全国範

囲でかつ、一律の政策を導入することが大切であると考えられ、各地の状況が異

なっても、一律である最低基準に対しての規定が必要である。 

第 3 に、支援策は婚姻より生育行為に偏っている問題がある。内閣府「少子化

危機突破タスクフォース」によると、結婚を希望する者が結婚できるように、若

者の経済面における安定の確保に向け、自立に向けた支援、正規雇用化やキャリ

ア形成等の支援に引き続き取り組むとともに、新婚世帯に対する経済面などの支

援措置を検討するとなっているが、具体的な支援策はない。出産、育児への支援

策と比べると、この面の支援は足りないと考えられる。 

また、婚姻関係にない男女の間に生まれた子（婚外子）に対し、中国の婚姻法

では、「婚姻外で生まれた子は、婚姻内で生まれた子と同等の権利を有し、いか

なる者も、危害を加え又は差別してはならない。」（25 条）と定められている。し

かし、「出産政策の最適化による人口のバランスのとれた長期的発展の促進に関

する決定」（2021 年 7 月）が発表される以前では、婚外子は「計画外出産」と見

られ、「社会扶養費」87)が徴収されるほか、戸籍登録手続きも婚姻内で生まれた

子より複雑であった。2021 年 7 月以降、不利益になる規定が廃止されたものの、

婚外子に向けての支援策は打ち出されていない。 

そのほかに、中国民政部（2022）の統計によると、2013 年に 1346.9 万組あっ

た婚姻件数は、2022 年には 683.3 万組にまで減少している。婚外子に関する統

計はないが、2021 年 7 月まで、出産に必要な「準生証（出産許可証）」88）5 の取

得には結婚証明書が必要となるため、統計に反映されている出産数のほとんどが

既婚者によるもので、婚外子は少ないと見てよいだろう。つまり、婚姻件数が減

れば自然と第 1 子の数が減ることとなる。 
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以上から、中国は今後、結婚奨励政策を作ることと、出産や育児への公的な経

済支援を拡大することが期待されている。 

また、以下のように、女性従業員のための環境整備、戸籍管理制度の改正、都

市と農村部および地域間の特性への配慮といった三つのアプローチから、中国へ

の政策提案を述べたい。 

①女性従業員のための環境整備 

労働市場における女性従業員に対する差別を軽減し、産休延長を通じて働く女

性の労働環境を向上させる。これは、ジェンダー平等と労働条件の改善に向けた

重要な一歩である。以下は、この提案の具体策を示したい。 

a.産休期間の延長 

産休期間の延長により、女性が出産および子育てに必要な時間を確保する。こ

れにより、女性が職場復帰しやすくなり、職業と家庭の両立がしやすくなる。産

休終了後も柔軟な労働環境を提供することで、女性が職場に復帰しやすくなる。

そのほかに、リモートワークやフレキシブルな労働時間制度の導入が考慮される

べきである。 

b.政府の負担 

産休延長に伴う費用を政府が負担することで、雇用主には追加の経済的負担が

かからず、女性労働者には公平な機会が提供される。これにより、企業は女性従

業員を雇用する際に差別的な考え方から解放され、採用の際の平等性が促進され

る。 

c.法改正と法整備 

産休延長を支えるために、法改正や法整備が必要である。労働法や雇用規程を

見直し、女性従業員の権利を保護し、職場での差別を防ぐ仕組みを構築すること

が求められる。 

d.啓発活動 

政府や企業は、女性の労働参加を促進するために啓発活動を行うことが重要で

ある。ジェンダー平等に関する教育や意識向上キャンペーンを通じて、雇用主や

一般社会に理解を深めてもらうことが必要である。 

②戸籍管理制度の改正 

また、戸籍管理制度の改正と未婚出産に対する差別の撤廃は、社会的な平等と
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人権の観点から重要な問題である。未婚出産に対する差別が存在する場合、これ

は母子の権利を制限し、社会的な偏見を助長する可能性がある。以下は、この提

案の具体策を示したい。 

a.法改正 

戸籍管理制度において、未婚出産に基づく規定や制約を見直し、差別的な要素

を撤廃する必要がある。法的文書や法令において、未婚の親に対する差別を禁止

する内容を導入することが重要である。 

b.支援サービスの強化 

未婚の親や子どもたちに対するサポートサービスを充実させ、彼らが健康的で

安定した環境で生活できるようにすることが必要である。サポートには、経済的

な支援や心理的なサポート、医療へのアクセスなどを提供できる仕組みが重要で

ある。 

c.教育機会の平等 

未婚の親または婚外子が教育機関で差別を受けないように、教育の分野での平

等な機会を確保する必要がある。 

③都市と農村部および地域間の特性への配慮 

そのほかに、国一律の基準を設けながらも、各地域の特性を考慮した政策を制

定するアプローチは、地域差を考慮しながらも全体的な均等性を確保する上で効

果的な方法である。以下は、この提案の具体策を示したい。 

a.国一律の基準の確立と柔軟な政策制定 

各政策領域において、国全体で適用される基準や最低ラインを確立する。これ

により、基本的な平等が確保され、全国で共通の基準が適用される。 

また、地域の特性に合わせて、国一律の基準に基づいているが、地域ごとに柔

軟に調整された政策を制定する。たとえば、経済的な支援や教育プログラムにお

いて、地域ごとに異なるアプローチを取り入れることが考えられる。 

b.地域の特性の評価 

各地域の特性やニーズを理解し、評価するための地域分析を実施する。分析に

は当該地域の人口構成、経済状況、文化的な違いなどが含まれる。 

c.地域差異の特定 

地域の特性に基づいて、異なる地域での課題やニーズを特定する。これには地



66 

 

域ごとの社会経済的な差異、地域特有の課題、文化的背景などが含まれる。 

d.モニタリングと評価 

地域ごとの政策の効果をモニタリングし、定期的に評価を行う。これにより、

地域差異に対する柔軟な対応が可能となり、必要に応じて政策の修正ができる。 

 

2. 今後の課題 

 

最後に、本稿に残された課題について述べておきたい。まず、本稿では、5 つ

の代表地域という限定的な地域における「一人っ子政策」の調整が出生に影響を

与えないことを示した。したがって、本稿が示した推定結果のみでは、全国範囲

で「一人っ子政策」の調整が出生に影響を与えないと断言できない。ロバスト性

があるよう、より多くの地域のデータを用いて、今後さらに分析を行う必要があ

る。 

そして、育児休業への経済的支援は、比較対象となるべきである。しかし、各

国の状況は違い、単純に支援金額を比較すると、不十分である。今後、比較基準

を明らかにした上で、比較を行いたい。そのほかに、労働者個人における意識調

査を行い、主観的な評価を得ることは重要である。このことは、政策の導入、実

施をしていく上で、参考になるだろう。今後、複数の国を対象となる調査結果を

用いて分析を行いたい。 

また、中国における産前産後休暇、育児休暇所得率のデータを調査し明記すべ

きということである。法政策の改正は 2021 年末～2022 年になっているので、本

稿を執筆した時点までは、信憑性がある統計データは見当たらない。また、個人

や企業間で一定の期間にわたって常態化され、社会の中で定着し存続している行

動様式（慣行）があることは否認できない。その慣行は関連法政策の形成、発展

にどのような影響を与えているかを今後の課題としたい。 
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  厚生労働省「米国におけるワーク・ライフ・バランスへの取組について」、

2004 年 

  日本労働研究機構『データブック国際労働比較』、2001 年 

56）労働政策研究・研修機構「ワーク・ライフ・バランス比較法研究＜最終報告
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68) 内閣府、『少子化社会対策白書』（平成 29 年版）、2017 年 

69）厚生労働省、『厚生労働白書―人口減少社会を考える―』、2015 年 
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86）中国政府法制信息网，《中共中央、国务院关于优化生育政策促进人口长期均

衡发展的决定》、2023 年 2 月 28 日取得、 
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[終章] 

87）「社会扶養費」とは、超過出産者が社会に対して行う経済補償である。社会

扶養費を納めるのは、計画以外に出産した人口が、それだけ多くの教育、医

療、公益事業といった社会・公共資源を占有するためである。 
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